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報告書の構成・概要 

本書は東京都市長会が令和元年度、多摩地域が一体で取り組む観光地域づく

りについて、多摩地域市町村観光地域づくり主管課長会と協力しながら取り組

んできた内容について報告するとともに、今後の目指すべき方向性と来年度の

具体的な取組について示すものです。 

構成は、大きく７つに分かれています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※ 内容は目次記載の内容と対応しています。 

１ 多摩地域が一体で取り組む観光地域づくりの背景 

２ 各種実証事業の概要 

 

 

 

７ 今後の取組 

 令和元年度の取組とそれを踏まえた「多摩地域が一体で取り組む観光地域づくりの

自走化を見据えた、令和２年度以降の方向性についてまとめています。 

３ リーディング事業の実証結果 

「多摩地域が一体となったまち歩きの開催」「多摩地域の特産品を活用した

グリーンツーリズム」の２つの事業の分析・実施結果をまとめています。 

４ デジタルマーケティングの実証 

デジタルマーケティングの実証として開設した特設サイトを通して得た 

データの分析結果や、効果的な訴求方法についてまとめています。 

５ 多摩地域 30 市町村が参加可能な観光プロモーション 

リアルイベントや周遊施策など、地域の一体感を醸成する観光 

プロモーション施策の実施内容等についてまとめています。 

 

 ６ 多摩版総合観光プラットフォームのあり方に関する検討 

多摩版総合観光プラットフォームのあり方や具体化に関する 

検討結果等についてまとめています。 
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１ 多摩地域が一体で取り組む観光地域づくりの背景 

（１）市長会のこれまでの取組 

東京都市長会では、平成 25 年度以降行った政策提言を踏まえ、平成 28 年度「多摩地域

が一体で取り組む観光地域づくり」としてまとめ、平成 29年度以降、その提言具体化に向

けた取組を継続してきた。同年度に策定した多摩地域が一体で目指すべき観光の方向性、

「良好な住環境の保持と観光による交流人口増加の両立」、戦略テーマ「多摩地域に暮らす

ように観光する-非日常としての日常-」を見据えつつ、これまで「多摩地域市町村観光地

域づくり主管課長会」及び、それに紐づくワーキンググループとともに一体となって取組

を展開してきた。 

 

   平成 25年度 多摩地域におけるシティプロモーションについて 

   平成 26年度 多摩地域における「まち歩き」のすすめ 

  平成 27年度 多摩地域における誇るべき文化とは 

 

 

 

平成 28年度 多摩地域が一体で取り組む観光地域づくり 

    多摩地域が一体で「観光地域づくり」に取り組むことにより、多摩地域の魅力を 

内外にＰＲし、観光交流人口の拡大による地域経済活性化を目指す。 

 

 

 

平成 29年度 多摩地域が一体で取り組む観光地域づくりの具体化 

     ①多摩地域市町村観光地づくり主管課長会の発足 

   ②観光動態基礎調査と多摩地域の観光戦略づくり 

   ③自治体職員/民間事業者を対象としたワークショップ・研修会の実施 

 

 

 

  平成 30年度 多摩地域が一体で取り組む観光地域づくりの具体化 

     ①多摩地域版 DMO（推進組織）のあり方検討 

   ②インバウンド観光動態基礎調査 

   ③多摩地域の観光振興に係るセミナー／ワークショップの実施 

 

 

 

  令和元年度 多摩地域が一体で取り組む観光地域づくりの実証 
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（２）令和元年度の取組の考え方 

平成 30年度の検討において、多摩地域が一体となって観光地域づくりを進めるためには、

関係者間で情報共有を行いながら、事業を検討・実行する場としてのプラットフォームと、

多摩地域の情報を共同で発信する WEB 上の場としてのプラットフォームの２つが必要と整

理された。 

 

 

ただし、多摩地域の観光地域づくりを推進する組織のあり方を継続検討した結果、新組

織を設立して運営するには、人材確保や財務面等に課題があることを確認した。そのため、

市長会事務局が共同事業の事務局機能を担いながら、既存の組織にプラットフォームの機

能を具備する方向でデジタルマーケティングの手法を用いた実証事業を行い、有用性等を

検証することとされた。また、同時に、多摩地域にある既存の魅力を再整理し、広域で連携

しながら「多摩地域が一体となったまち歩きの開催」や「多摩地域の特産品を活用したグ

リーンツーリズム」に取り組むリーディング事業の実施が提案されたところである。 

 

そこで、令和元年度には平成 30 年度に検討された内容を踏まえ、“実証”の取組として次

の４つの事業を行った。 

 

①リーディング事業の実施 

②デジタルマーケティングの実証 

③多摩地域 30市町村が参加可能な観光プロモーション 

④多摩版総合観光プラットフォームのあり方や具体化の検討 

  

多摩版総合観光プラットフォームに必要な２つの機能

① 多摩地域の観光に関するマーケティング支援機能
⇒多摩観光情報WEB

a. 情報発信～予約～決済までデータでPDCA管理
b. 収集したデータの分析や調査に基づくコンサル

② 多摩地域が連携して行う共同事業の事務局機能
a. 体験型コンテンツの再編集と造成・販売
b. インバウンドの推進・回遊性の向上
c. 連携PR・営業機能

②共同事業の事務局機能

閲覧データ
予約・決済データ

①多摩観光情報
WEB

イベント

体験
プログラム

特産品

インバウンド

都心宿泊者
（ビジネス客）

近隣住民
（レジャー客）

周遊パス

30市町村観光担当課・観光協会

データ分析や調査に基づく
コンサルティング

共同事業の
連携PR・営業

観光資源や
PR情報の登録

共同事業にむけた
商品開拓

多摩版総合観光プラットフォーム
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２  各種実証事業の概要 

４つの事業を効果的かつ効率的に運営できるように、①リーディング事業の検討・実施を

行う「リーディング事業検討部会」と、②デジタルマーケティングの実証、③多摩地域 30 市

町村が参加可能な観光プロモーション、④多摩版総合観光プラットフォームのあり方や具体

化の検討を行う「デジタルマーケティング検討部会」を設置した。２つの検討部会を一体的

に運営できるよう、東京都市長会が事務局機能を担い、検討部会を同日に開催し、情報共有

や連携促進を図った。 

リーディング事業検討部会では、多摩地域が一体となったまち歩きをテーマとした「まち

歩きワーキンググループ」、多摩地域の特産品を活用したグリーンツーリズムをテーマとした

「農ウォークワーキンググループ」を設置した。また、30市町村はデジタルマーケティング

検討部会のデジタルマーケティング実証と観光プロモーションにおいて、検討部会への参加

の有無にかかわらず、実証に参加できるようにした。多摩地域の 30市町村の自治体観光関連

担当者は各地域の状況にあわせて、立候補制でワーキンググループ（以下「WG」という。）に

参加し、WG 内で議論を行いながら実証事業を進めた。各検討部会や WG への参加者と検討ス

ケジュールは下表のとおり。 

リーディング事業検討部会 デジタルマーケティング 

検討部会（WG） まち歩き WG 農ウォーク WG 

八王子市、立川市、三鷹市、青梅市、昭島

市、日野市、国分寺市、国立市、東大和市、

清瀬市、東久留米市、稲城市 

東村山市、東久

留米市、羽村市 

武蔵野市、青梅市、府中市、町田市、日野市、東村山市、

国分寺市、福生市、東久留米市、武蔵村山市、多摩市、稲

城市、羽村市、あきる野市、瑞穂町、奥多摩町 

 

  

 

①

②

③

④

観光
プロモーション

ＰＦ在り方検討

市長会議

課長会

ＷＧ

デジマ実証

2019年度＿多摩地域が一体で取り組む観光地域づくり施策一覧／スケジュール

2019年度・施策一覧 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

リーディング事
業

全
体
会

④ ⑥⑤

サイト公開

協力サイト/特集準備

まるごと
多摩マルシェまるごと多摩マルシェ準備・調整

分析

・

検証

・

まとめ

報

告

書

印

刷

製

本

配

布

放送

周遊ｽﾀﾝﾌﾟﾗﾘｰ実施

掲載

ランイベント開催

周遊ｽﾀﾝﾌﾟﾗﾘｰ制作

広報たまちいき原稿作成

ランイベント準備

イチオシカタログ配布

台本制作・施設調整・撮影・編集等

イチオシ観光カタログ制作

幹
事
会

幹
事
会
③②

全
体
会

役
員
会

全
体
会

全
体
会

役
員
会

役
員
会

政
調
部
会

全
体
会

役
員
会

意見聴取

役
員
会

政
調
部
会

中間報告 意見聴取 最終報告

① ② ③
出
店
者

説
明
会

①

まち歩き

農

サイト制作

デジタルマー

ケティング

イベント
*まるごと多摩

マルシェ

マス宣伝

（CATV

紙媒体

（チラシ等）

ワーク

ショップ 事前ワーク

基本仕様検討 素材集約 コーディング

番組内容の検討

協力サイト連携開始

ターゲット広告

報

告

書

作
成

概要検討、会場調整 出店者取り纏め 研修会

各事業の準備

事業実施、成果物

ワーク

ショップ
事前ワーク

ワーク

ショップ

マルシェチラシ 作成 配布

まち歩きモバイルスタンプラリー開催

各種調査実施（ヒアリング調査／アンケート調査）

各種調査設計

全体内容精査

イベント企画精査 広報周知サイト設計・イベント準備と調整

各種調査設計

各種調査実施（現地視察／ヒアリング調査／アンケート調査）

モデルルート／ガイドラ

イン制作／コミュニケー

ションツール提案

令和元年度多摩地域が一体で取り組む観光地域づくり施策一覧／スケジュール 
施策等 
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（１）リーディング事業の実施 

平成 30 年度の検討結果に基づき、「まち歩き」と「グリーンツーリズム」をテーマにリー

ディング事業の検討と試行を行った。まず、専門アドバイザーを交えながら、アンケート調

査や有識者・地元団体へのヒアリング調査を行い、多摩地域の事例分析やコースの再整理、

先進事例の分析、観光ガイド育成に関する検討を行った。同時に、多摩地域の５自治体が開

催するイベントやまち歩きをモバイルスタンプラリーで連携させ、広域連携まち歩きイベン

トの事業検証を行った。次に、これらの取組から多摩地域のまち歩きやグリーンツーリズム

の課題を整理し、対応策として４つのアクションプランと３種類の対応ツールを提案した。

最後に、多摩地域を便宜的に４つのエリアに分け、広域まち歩きプログラムの企画体験を行

った。 

 

（２）デジタルマーケティングの実証 

平成 30 年度の検討では、各地の観光関連情報を一元的に発信しながら、閲覧実績等のデー

タを収集する「多摩版観光情報 WEB」が提案された。これを踏まえ、デジタルマーケティング

検討部会では、デジタルマーケティングの手法を導入して多摩版観光情報 WEB の実証を行っ

た。具体的には、まず、多摩地域の事業者の既存 WEB サイトを活用し、各地域の観光情報を

掲載した特設サイト「まるごと！多摩コレクション（以下「特設サイト」という。）」を開設し

た。次に、デジタルメディアだけではなくチラシ等の印刷媒体も活用して特設サイトを複合

的に訴求した。そして、特設サイトの閲覧データや閲覧者の属性データ、流入経路情報等を

取得し、分析した。その結果、多摩地域の観光特設サイトに訪れる人の属性や興味関心の傾

向、効果的な訴求方法等が明らかとなった。 

 

（３）多摩地域 30市町村が参加可能な観光プロモーションの実施 

多摩地域の観光振興の目的である交流人口増加、更には将来的な「住みたい」に繋げるた

め、ヤングファミリー層をターゲットとしたイベント「まるごと多摩マルシェ（以下「マル

シェ」という。）」を開催した。マルシェでは、各地域の観光プロモーションを共同で実施す

る他、リーディング事業検討部会と連携し、モバイルスタンプラリーのスポットの一つに設

定した。さらに、デジタルマーケティング検討部会の特設サイトやマスメディアを活用した

訴求を行い、マルシェ来訪者のアンケート調査で効果測定を行った。また、マルシェに先立

って、視察研修および集合研修を通じてターゲット層にあわせた見せ方や伝え方の勉強会を

開催した。 

 

（４）多摩版総合観光プラットフォームのあり方や具体化の検討 

準備段階（10月）と実証終了段階（１月）の２回に分けて、多摩版総合観光プラットフォ

ームのあり方や具体化に関する検討を行った。検討部会参加者は KPT 法を用いて、事業の良

かった点（Keep）と課題（Problem）、対策（Try）を挙げ、他者の意見を踏まえた議論を行っ

た。議論を通じて、多摩版総合観光プラットフォームの運営方法や体制、注力施策等を検討

し、令和２年度以降の方向性の案をまとめた。 
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３  リーディング事業の実証結果 

（１）リーディング事業の取組について 

リーディング事業を進めるにあたり、以下の取組ポイントを踏まえて事業の組み立てを行

った。 

 

取組ポイント 

「まち歩き」と「グリーンツーリズム」のワー

キングの合同開催 

⇒重複する内容も多く、包括してとらえることが効果的

な提案につながる 

まちづくり、都市農業、官民連携の分野におけ

る多摩在住有識者によるアドバイス・情報提

供・フォローアップ 

⇒専門的見地からのアドバイスと地域の実情を踏まえ

た提案が可能である 

佐藤 留美氏 (NPO 法人)Green Connection TOKYO 代表理事、（NPO法人）NPO birth

事務局長 

東村山市在住 

小谷 俊哉氏 (一財)都市農地活用支援センター計画部長・主任研究員 小金井市在住 

土肥 英生氏 (NPO 法人)グリーンネックレス代表、(一財)都市防災研究所主任研究

員 

小金井市在住 

事前ヒアリング、ワークショップによる意見の

収集 

⇒現場でのニーズを反映した取り組みとなるよう、早い

段階で拾い上げ、事業の設計を行う 

 

事業フローは以下のとおり。 

現状の整理、各種調査／分析結果をもとに目指すべき姿に向けて課題の整理を行い、今

後の取組に向けて、アクションプランと対応ツールの制作を行った。 

  ※ＬＰ＝リーディングプロジェクト 
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（２）現状の整理 

各種調査・分析を行う上で必要とされる情報として、これまでの東京都市長会が行ってき

た提言やワーキング参加自治体に対する事前アンケート調査、ワークショップにおける意見

を抽出し、現状の整理を行った。 

 

① ＬＰ１ 多摩地域が一体となったまち歩きの開催 

１） 提言の中で取り上げられる「まち歩き」について 

「まち歩き」は平成 26年度の東京都市長会政策提言“多摩地域における「まち歩き」の

すすめ”において詳しく取り上げられている。 

 

まち歩き関連の項目とそれに対応する内容について 

項目 内容 

まち歩きの効果 観光コンテンツとして人気があるだけではなく、地域資源の再評価、

交流人口の増加、シビックプライドの醸成などにも寄与する。 

まちの魅力とまち歩き まちの住民がわがまちの魅力に気付くことが、わがまちに対する愛着

や誇りにつながる。その魅力を見つける手法が「まち歩き」 

「まち歩き」ガイドの存在 まちが持つ魅力を個性として引き出すことを考えれば、個性あふれる

ガイドもまちの魅力。ガイドの存在がまちそのものを印象付ける。 

まちを歩く際のコース・マップづく

り 

「点」と「点」を結ぶ「線」は、地域の住民にとっての日常であって、

まち本来の姿、価値があり、ここに面白さを見出すことに意味がある。 

まちを歩く人を迎えるための取り

組み 

住民のおもてなし意識（ホスピタリティ）を高めていくことが不可欠 

「まち歩き」を運営するための取り

組み 

横の連携をより強固にし、行政とともに多摩地域全域で包括的にまち

歩きを運営することのできる組織体制の構築を検討すべき。 
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２） ワーキング参加自治体に対する事前アンケート調査 

ワーキング参加自治体に対し、「まち歩き」事業を進めていく上で、抱えている問題点、

入手したい情報について事前アンケート調査を行い、以下のとおり取りまとめた。 

  

 

３）第２回ワーキングにおけるワークショップ 

各自治体が、まち歩きを推進する体制やまち歩きの情報の共有化、広域連携について、

どのように位置づけ展開しているのか意見を出し合い、以下のとおり取りまとめた。 

 

 

 

② ＬＰ２ 多摩地域の特産品を活用したグリーンツーリズム 

１） 都市農地の制度改正により広がった活用可能性  

■ 都市農地の「宅地化すべきもの」から「都市にあるべきもの」への転換 

高度経済成長期以降の宅地開発圧力の増大に伴い、東京の市街化区域の農地は「宅地化

すべきもの」として、平成４年の生産緑地法改正等を受けて、行為制限の厳しい条件の中

で営農することが求められてきた。しかし、近年の都市住民の食の安全安心や市民農園な

どのレクリエーションへの関心の高まりに伴い、都市農業・農地が有する多面的な機能が

見直され、人口減少に伴う宅地開発圧力の減少も相まって、平成 27 年に「都市農業振興

基本法」が成立したのを機に、翌平成 28年の「都市農業振興基本計画」（農水省・国交
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省）により、東京の農地の大部分を占める市街化区域等の都市農地は、制度上「宅地化す

べきもの」から「都市にあるべきもの」へと転換した。 

 

■ 制度改正による都市農地の多様な活用可能性の広がり 

同年の都市緑地法、生産緑地法、都市計画法などの改正により、行為制限が極めて厳し

い東京多摩部の市街化区域農地の大半を占める生産緑地において、直売所、加工施設、飲

食施設等を設置することが可能となり、加えて、平成 30年の「都市農地の貸借円滑化

法」の成立により、生産緑地を貸借しても相続税納税猶予が適用されるという、税制上の

優遇措置も付加された。これらにより、多様な営農形態をめざす農業者が都市部にありな

がら地域住民が農と身近に触れ合える形での営農の可能性が広がるとともに、後継者・担

い手不足に悩む農地所有者にとっては、農地の有効利用をめざす担い手に対して貸しやす

いものとなった。 

 

■ 都市農業・農地の多様で多面的な機能と活用可能性 

都市農業・農地には、農産物の生産機能の他、体験・交流・レクリエーション、良好な

景観の形成、都市住民の農業への理解醸成、環境保全、災害時の防災空間などの多様で多

面的な機能が潜在的にある。これらの機能を生かすものとして、特に市民農園・農業体験

農園等が都市部を中心として農体験・レクリエーションが盛んになってきている。さらに

農体験を食育や、環境学習、農福連携等、「身近な農のある暮らし」として多様な活動を

展開している農園も出てきている。 

 特に都市農地貸借法施行後では、従来の市民農園において、農に関連する体験活動や地

域交流イベントを合わせて行うものもみられる。 

 

 以上について詳細な内容はＰ９～10で掲載している。 
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＜参考＞ 

 

（資料：都市農地活用支援センター） 

 

 

 

 

 

 

 

都市農業振興基本法
（2015）

都市農業振興基本計画
（2016）

生産緑地法等の改正
（2017）

都市農地の
貸借の円滑化法

（2018）

●生産緑地で所有者以外に貸借する簡易な手続制度を措置
・農地法適用外
・税制特例附帯（相続税納税猶予制度の適用）

※市町村は都市農業振興計画（地方計画）策定努力義務

●都市農業の振興に関する施策の計画的な推進
・都市農業の安定的な継続
・都市農業の有する多様な機能の発揮
・良好な都市環境の形成へ

●都市農業振興に関する新たな施策の方向性を提示
・「担い手の確保」 「土地の確保」「農業施策の本格的展開」
・「宅地化すべきもの」から「あるべきもの」へと政策転換

「都市農業の多様な機能発揮のため、
都市にあるべきものとして農地を残す」

●都市部の農地を有効活用、保全するための措置
・指定後30年を迎える生産緑地の10年間延長制度
「特定生産緑地地区」 等

生産緑地が対象

市街地および
その周辺が対象

■都市農地「宅地化すべきもの」→ 「都市にあるべきもの」への転換

●都市住民の農に
対する評価の高ま
り

●人口減少、宅地
開発圧力の低下

●農業の担い手高
齢化、後継者不足
等

■都市農地（≒生産緑地）→ 多様に使いやすくなり、税制上も貸借しやすくなった

●Ａ．生産緑地での
行為制限等緩和

直売所、加工施設、飲食施設の
設置が可能になった 等

●Ｂ．生産緑地の貸借円滑化

① 市民農園型

農業者・農協・自治体・民間企業

NPO,地縁組織（町会等）等が運営

② 事業計画認定型

JA・自治体、農業者、民間法人等が運営

通常の農作物の生産の他、
農業体験農園、学童農園、福祉

農園観光農園等の取組、
都市農地を試験ほや研修の場と

して用いることを想定

・東京市部の市街化区域内農地の約８割が生産緑地
・当面の課題は、2022年に生産緑地指定後30年経過

→ 10年間の延長制度「特定生産緑地」に以降する
農地を多く確保することが大きな課題

→ 残したくなる・続けたくなる活用ビジョンをもつ
＋ 担い手や収益性の確保が重要
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＜参考＞ 

 

（資料：都市農地活用支援センター） 

■ 多様な農地活用策の例  

＜従来から取り組まれている都市住民が農に関わる多様な活用例＞ 

 ・収穫体験・摘み取り農園   ・農ウォーク    ・学童農園      ・市民農園 

・農業体験農園        ・滞在型農地活用（クラインガルテン） 

 

＜近年取り組まれ始め、今後のさらに展開可能性がある都市住民が関わる多様な活用例＞ 

・子育て支援型（食農教育、環境学習） ・福祉（高齢者介護予防、園芸療法） 

・農福連携（障がい者就労）      ・農泊・外国人の体験プログラム提供 

・団体貸市民農園（企業の福利厚生用、サークル利用） 

・他の目的とセットで実施する農体験イベント（パーベキュー、婚活パーティー等） 

・屋敷林緑地保全とセットの農地活用の模索 

（資料：都市農地活用支援センター） 

 

２） ワーキング参加自治体に対する事前アンケート調査 

  ワーキング参加自治体に対し、農関連イベント（農ウォーク、マルシェ、展示品評会・即

売会等）における現状の課題と今後の展開についてアンケート調査を行い、以下のとおり

取りまとめた。 

■都市農業の多面的・多様な機能

「都市農業振興基本法のあらまし」を加工

防災
空間

農産物
の生産

体験・交流
        

良好な
景観

環境
保全

農業の
理解醸成

市民農園農業体験
農園

屋敷林

水辺空間
（水路・溜池）

農の風景

雨水
涵養

生物
保護

ヒートアイランド
軽減

緊急避難仮設店舗

避難所
食料供給

井戸水
利用

学校農園

食育

地産地消

直売所
農の学校

農福連携

環境学習

収穫までの
プロセス

食の
安全安心

障がい者
就労

農のある暮らし

学校給食
提供

生ごみ
堆肥化
（ごみ減量）

仮設住宅

農園付き
住宅

農業
公園

収穫体験

都市農業振興基本法で規定する都市農業の多様な機能

水と緑の
ネットワーク）

農の文化
祭り

屋上菜園

都市に多様な機能を発揮する農地
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３） 第２回ワーキングにおけるワークショップ 

  各自治体が、グリーンツーリズムを展開していくうえでの魅力的なテーマやターゲット

層、回遊してもらうための資源、リピーターの育成に向けて、どのようなものが必要なの

か意見を出し合い、以下のとおり取りまとめた。 
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（３）調査・分析結果 

① 広域連携まち歩きイベントの事業検証 

広域連携まち歩きイベントの事業検証について、「広域連携まち歩きベントの開催と事業検

証」及び「周遊ツールを活かしたまち歩きイベントの実態調査」を行なった。 

１）事業検証の方法について 

ⅰ） 調査１ 広域連携まち歩きイベントの開催と事業検証 

 本事業において、各種事業検証を行うため、まち歩きイベントを開催予定の自治体に協

力してもらい、広域連携まち歩きイベントを新規に計画した。 

 広域連携まち歩きイベントでは周遊ツールとしてモバイルスタンプラリーを採択し、登

録時とイベント参加後に参加者データを取得できるように組み立てを行った。 

 

目 的 選定条件 ／ 選定方法 

複数の自治体で広域連携す

る「まち歩き」イベントを

新たに設計 

選定条件 ・９～11月にまち歩きイベントを開催 

・事業検証の協力が可能 

（ポイント設定／チラシ配布） 

選定方法 ・事前アンケート調査で参加希望を募り、条件に合

う協力自治体（５市）を決定 

広域連携を促進するための

周遊ツールの活用 

選定条件 ・企画、設計、イベント開催までが短期間 

・参加者データの取得のしやすさ 

・新たな参加者層の開拓 

選定方法 ・ワーキングで条件等を説明し、モバイルスタンプ

ラリーの活用することを決定 

参加人数、参加者の満足度等

を測定する仕組みの検証 

アンケート調査 ・イベント参加時：「属性」データを取得 

・景品申込時：アンケート調査として、イベント認

知経路／参加動機／イベント要望／来市頻度など

のデータを取得 

ゲーム会社等の分

析 

・各イベントの申込方法／料金徴収／広報等を分析

することで検証 

 

■ 協力自治体と開催イベントについて 

まち歩きイベント開催における、協力自治体、イベント名称等は以下のとおり。 

 

自治体名 開催イベント名称 開催日 まち歩き style 

八王子市 八王子フードフェスティバル 10/５、６ エリア内周遊 

国分寺市 市内文化財めぐり 10/10 ガイド案内 

東大和市 ひがしやまとスイーツウォーキング 10/19 ルート周遊 

稲城市 I のまち いなぎ市民祭り 10/26、27 エリア内周遊 

昭島市 まるごと多摩マルシェ 11/30、12/１ エリア内周遊 
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■ 広報・情報発信について 

 今回の広域連携モバイルスタンプラリーは、５市それぞれのイベント開催日にあわせて

モバイルスタンプラリーを行う内容のため、①市のイベント参加者がモバイルスタンプラ

リーに参加する、②モバイルスタンプラリー参加者が他市のイベントに足を運ぶ、という

流れを作り出し、複数エリアのまち歩きに参加してもらうことを目指した。 

 

段 階 動機付け 

① モバイルスタンプ

ラリーの参加 

・５市を中心に多摩全域でチラシ、ポスターを配布する、デジタルマーケティ

ング特設サイト上で掲載することで、イベント、スタンプラリーの認知度を

高める。 

・イベント開催場所に人員を動員し、参加者に対しモバイルスタンプラリーの

導入を促す。 

② 他市イベントへの

参加 

・チラシ上に他市のイベント情報を掲載 

・スタンプラリーでエリアスポットをクリアするごとに、豪華な景品にステッ

プアップする。 

 

    

事前配布チラシ 

 

 

ⅱ）調査２ 周遊ツールを活かしたまち歩きイベントの実態調査 

広域でのまち歩きを促す周遊ツールはどのようなものが適するのか、５種類の周遊ツー

ルについて分析を行い、広域連携まち歩きイベントとの親和性を評価した。 

また、親和性のある周遊ツールを用いて多摩地域でまち歩きイベントを開催した主催者

から聞き取り調査を行った。 
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２）調査結果 

ⅰ） 調査１ 広域連携まち歩きイベントの開催と検証 

■ 登録者と応募者内訳 

約 399 名のモバイルスタンプラリー登録者のうち、スタンプを取得し景品応募したのは

142名で３割強であった。また、１市達成した応募者が他エリアでのモバイルスタンプラリ

ーに参加、応募をした割合（周遊率）は 15%に留まった。参加者は５市以外の地域からの訪

問も多く、年代も 30～40代の若者の参加も多かった。 

 

 

■ モバイルスタンプラリー参加動機 

応募者のアンケート調査結果から、モバイルスタンプラリーを知ったのは「イベント会

場」が最も多く 44.2％、次いで「パンフレット・ポスターの掲載」が 26.5％であった。 

参加動機はイベント会場で「その場で簡単に」登録ができたため、というケースが約６

割で最も多かった。若年層が多いためか、「モバイルスタンプラリーに興味をひかれた」割

合も 35.4％と高めであった。 
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 ■ プロモーション別登録者数の状況 

  モバイルスタンプラリ

ーの登録割合はイベント

当日に参加登録を行った

数が 337名で約８割、イベ

ント当日以外は 84 名で約

２割であった。登録者数か

らみた効果のあるプロモ

ーションは、対面での具体

的な説明と操作方法のサ

ポートを行ったプッシュ

戦略が効果的であったこ

とがわかる。 

 一方、各市でのチラシ・ポスター配布などのプル戦略は、新聞折り込み広告が最も効果

的であることがわかる。 

 

 ■ 参加したい広域連携まち歩きイベントについて 

応募者のアンケート調査結果から、今後、参加したい広域連携のまち歩きイベントとし

て、「グルメ・食べ歩き・お酒めぐり関連」や「アウトドア／ハイキング／自然を楽しむ」

など、食関係や自然に親しむ内容があげられた。また、ドラマやロケ地巡りなど「趣味をテ

ーマとしたイベント」やファミリー向けなど「ターゲットを絞ったイベント」に対して関

心が高いことがわかる。 
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■ 広域連携まち歩きイベント（モバイルスタンプラリー）の評価 

今回の事業は、地域で行われている既存のイベントと、周遊促進のための新しいツール

（モバイルスタンプラリー）を組み合わせた新しい取り組みとして行われた。このような

イベントの広報においては、広く関心のある層へ届けるためのプル戦略と、モバイルスタ

ンプラリーを普及させるための丁寧なプッシュ戦略を組み合わせ、効果的な広報を行うこ

とが重要である。 
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 ⅱ） 調査２ 周遊ツールを活かしたまち歩きイベントの実態調査 

 広域連携まち歩きと親和性のある周遊ツールはどのようなものか、５種類の周遊ツール

について分析と評価を行った。 

 リアル人生ゲーム 演劇クエスト スタンプラリー 

事例 
島根県出雲市、博物館明治村

（参加費：無料） 

横浜、城崎温泉（参加費：

無料） 
多数（参加費：無料） 

概要 

・商店街の店舗を人生ゲーム

のマスに見立て、参加者が回

したルーレットの出た目に従

って店舗を回るイベント 

・ミッションをクリアし最終

的な「縁」の増減で競う。 

「冒険の書」に書かれた選

択肢を手掛かりに、実際に

まちの中、物語の中を歩き

回るロールプレイングゲー

ム 

・鉄道駅、道の駅、市内や観

光地などある一定のテーマの

中でスタンプを集める企画 

・紙、デジタルでの展開が可

能 

広域まち

歩きイベ

ントとの

親和性 

子供から年配、家族連れな

ど、だれでもがゲームを楽し

みながら店舗を巡ることがで

きる。 

実際に店舗を訪れるため、直

接的な経済波及効果が高く、

リピーターになってもらえる

可能性も高い。 

ただし商店街の店舗やスタッ

フなどが多くかかわるため、

長期開催や広域での導入は難

しい。 

アーティストが地域を深く

リサーチし、一つの物語を

作り上げ、その物語に沿っ

て参加者が街を散策する。

参加者は登場人物として街

に深くのめりこむため、街

への愛着が生まれ、リピー

ターになってもらえる可能

性が高い。 

ただし、仕掛け等を要する

ため、制作の難易度は高

い。 

汎用性が高く、導入も容易。

子供から年配まで一般的にも

よく知られており、参加者の

ハードルも低い。 

メンテナンスコストや人件費

が少なく長期間開催できるた

め、広域でも展開できる。 

すでに各地で数多く行われて

いるため、スタンプを集める

だけではなくオリジナリティ

が無ければ、参加の動機付け

は低い。 

評価 △ △ 〇 

 

 

 

 

 

 

 

 

POINT! 

 今回の事業は、地域で行われている既存のイベントと、周遊促進のた

めの新しいツールを組み合わせた新しい取り組みとして行われた。こ

のようなイベントの広報においては、広く関心のある層へ届けるため

のプル戦略と、新たなツールを普及させるための丁寧なプッシュ戦略

を組み合わせ、効果的な広報を行うことが重要である。 

 広域連携まち歩きイベントでは、ターゲット層を絞り、一つのイベン

トから次のイベントへと興味を持って足を運んでもらう必要がある。

ターゲット層が地域を超えへ別のイベントに行きたくなるような、共

通したテーマの設定、達成感・物語性などが成功のカギとなる。 



18 

 

 宝探し・謎解きイベント フォトロゲイニング 

事例 

下北沢、広島市、東京都中央区など多数 

※無料・有料（キットを購入しイベント

に参加） 

全国各地（参加費：有料） 

（開催には（一社）フォトロゲイニング協会への

申請が必要） 

概要 

まちを歩きながら暗号やパズルを解く体

験型ゲームでミッションをクリアする。

2010年代から急速に拡大。 

地図をもとに、時間内にチェックポイントを回

り、得点を集めるスポーツ。チームごとに作戦を

立て、見本と同じ場所で写真を撮影。チェックポ

イントに設定された数字の合計点の高いチームが

上位となる。 

広域まち

歩きイベ

ントとの

親和性 

ノウハウをもった民間事業者が、イベン

トとして多数開催している他、自治体や

商店街等とのコラボレーションも行われ

ており、実績もある。 

物語性、エンターテイメント性もあり、

子供から大人まで楽しみながら、まちの

魅力を知ってもらえる。さらに、まちへ

の愛着が生まれ、リピーターなってもら

える可能性が高い。 

個々で巡れるため、受付のみ設置してお

けば、長期間開催が可能。 

制作はノウハウを持った事業者に依頼す

ることが主流だが、多くの事業費が必要

となる。 

地域内のチェックポイントを巡るため、まちを知

り、まちの魅力を発見してもらえる。 

家族連れや若者に人気があり既に競技として実績

があるため、地域外からのファンの参加も期待で

きる。 

競技の性質上、１日型のイベントとして行われる

ため、長期間及び広域での実施は難しい。 

正式に「フォトロゲイニング」を開催する場合、

協会の公認大会を依頼するなどが必要。 

「写真」「地図」「チェックポイント」「仲間で助

け合う」などのキーワードから、地域の魅力を巡

ってもらう独自の企画イベントの作成への応用が

可能。 

評価 〇 〇 

 

 次に、広域まち歩きイベントとの親和性の高い３種類（宝探し・謎解きイベント、スタン

プラリー、フォトロゲイニング）に関して、多摩地域で実施した取り組みに関してヒアリ

ングを行い、汎用性のある活用策について検討した。 

 

 

 宝探し・謎解きイベント スタンプラリー(紙) フォトロゲイニング 

イベント

名称 
東京裏山大自然ナゾトキ 

〜消えた忍者を追え！〜 

中央線開業 130周年 

記念スタンプラリー 

ひのたまフォト 

ロゲイニング 2019 

開催日 11月 23日 11月１日～11月 24日 11月９日 

属性／ 

参加人数 

【性別】男女半々、【年代】小

学生〜60 代、【居住地】東京

近郊含む【定員】先着 100名 

非公表 男子チーム ６／女子チーム 

４／ファミリーチーム 13／

混合チーム 13【総数】94名 

協力体制 自社事業 

東京裏山ベース 

自社事業 

JR東日本八王子支社 

【協議会】日野市、多摩市、フ

ィルムコミッション団体、帝京

大学、明星大学等、【監修】日本

フォトロゲイニング協会 

広告 イベント開催情報紹介サイ

ト、地方新聞・フリーペーパ

ーに掲載、自社 HP、SNS、既存

顧客への DM 

告知ポスター・チラシを首

都圏の主な駅に配架 

他、公式ＳＮＳ等にて情報

発信 

チラシを両市の公共施設、都内

観光案内所へ配布 

市報掲載 日野市、多摩市 

参加費／

支払方法 

大人＠4,400 円（小学生以下

無料）／ネット決済代行サー

ビスで対応 

無料 大人＠2,000 円（子供料金有）

／アマチュアスポーツ支援サ

イト上で申込・決済対応 

特典／ 

達成 

 スタンプ数に応じて景品引

換 

ポイントに応じて表彰 
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成果／ 

課題 

より広く誰でも楽しめるも

のとして秋川渓谷エリアで

の謎解き（東京裏山大自然ナ

ゾトキ）を定番化し、アウト

ドアの愛好家のみならず自

然の中で手軽に楽しい時間

を過ごしたいという本質的

な欲求に広く答えられるコ

ンテンツとして認知される

ことを目指したい。 

ラリーに参加いただくこと

で、鉄道利用促進・収入確保

につながったほか、日頃か

ら利用いただいている中央

線をより身近に感じていた

だくきっかけになった。 

協議会で企画運営することで、

フォトロゲイニングの知見と

当事者意識の醸成で人材育成

に寄与した。 

初開催であり、参加者が目標達

成を下回った。 

満足要素は、チェックポイント

が最も高く、次いで多摩モノレ

ール１日乗車券であった。 

今後の展

望 

持続的に開催予定（同内容の

もの、続編、新作） 

他の地域や団体からの謎解

きイベント製作依頼も受注

できる体制をとる。 

令和元年度の「中央線開業

130周年」にあわせた取り組

みであり、今年度に限定 

令和２年度実施はないが、手法

を活用したイベントプログラ

ムとして関係団体に活用して

もらう。 

 

 

 

３）分析／考察 

■ ターゲット層の絞り込みとテーマ性の設定 

参加したい広域連携のまち歩きイベントの回答から、まち歩きを周遊につなげるために

は、ターゲット層の絞り込み（親子参加）、テーマ性の設定（趣味：アニメロケ地、手作り

市、食関連：食べ歩き・収穫体験、観光的要素）が重要であることがわかった。 

 

■ 企画力のある人材の育成／魅力あるコンテンツの作成 

達成感・物語性（謎解きイベント、クイズラリー）があるまち歩きイベントへの期待も高

いが、製作費面での負担が大きくなる。しかし、広告と連動した企業協賛の活用や地元の

企画力のある人材（キュレーター）を育成することで、製作費の負担をかけずに継続的な

事業展開が期待できる。 

 

■ 効果的なプロモーション／情報の発信 

事業検証では、対面での宣伝・説明を行うプッシュ戦略によるプロモーション効果が高

いことが明らかになったが、まち歩きイベントは性質上、事前に「行かせたいと思わせる」

ことが必要なため、 プル戦略によるプロモーションが必要とされる。ターゲット層が絞り

込まれている、固定ファン層を抱えている場合は、 SNS などを活用し安価に効果的に情報

を伝えることが可能だが、ターゲット層が絞り込まれていない場合は、広告宣伝費が高く

POINT! 

 スタンプラリーは汎用性が高く導入も容易だが、全国各地で行われて

いるため、スタンプを集めるだけでは参加の動機付けは弱い。 

 宝探し・謎解きイベントは、物語性、エンターテイメント性もあり、

楽しみながら、まちの魅力を知ってもらえる。制作はノウハウを持っ

た事業者に依頼することが主流だが、事業費確保が課題である。 

 フォトロゲイニングは競技として実績があり地域外からのファンの参

加も期待できる一方、協会の公認大会の依頼などが必要。競技要素を

活かした独自の企画イベントへの展開も期待できる。  
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なるため注意が必要である。また、事前に「行かせたいと思わせる」ためには、わかりやす

さ（企画内容、操作方法）、ターゲット層への効果的なアプローチが必要である。 

 

 ■ 日程、距離的なハードルの克服 

今回のモバイルスタンプラリーにおける実証実験では他エリアへの周遊が 15％に留まっ

た。開催日の制約や広範囲への移動は参加者へのハードが高くなると思われる。そのため、

長期間のイベント開催や交通事業者等と連携したイベントを展開するなど、日程的な余裕

を持ち、距離的なハードルを克服することが周遊向上につながると想定される。 

 

 

 ■ 有効な周遊ツールの活用 

本実証実験ではデータの取得が目的の１つであったため、モバイルスタンプラリーを周

遊ツールとして活用したが、イベント日別の登録者数に大きな違いがみられた。モバイル

スタンプラリーに関心を持つ高齢者層も多くいたが、スマホの所有状況やモバイル操作の

難易度から断念する割合も高かった。紙媒体とモバイルでは下記のようなメリット、デメ

リットがあるため、イベントの性質に応じて使い分けをすることが求められる。 

 

活用ツール メリット デメリット 

モバイル ・データ蓄積（属性、アンケート調査等

の情報取得が容易） 

・長期対応可（常設やスタッフ対応が必

要ない） 

・参加者限定（スマホ所持者など） 

・操作の難易度（機種や操作内容によっ

て参加のハードルがあがる） 

紙媒体 ・視認性（スタンプシートなど、目で見

てわかりやすく参加しやすい） 

・多世代対応 

・設営等の手間（スタンプ台など） 

・当日対応が必要（主催負担） 

 

② 多摩地域まち歩きコースの分析 

１）事業検証の方法について 

多摩地域のまち歩きの特徴を整理することを目的に、多摩地域のまち歩きコースをデー

タ化して実態を把握し、分析を行った。各自治体・観光協会が発行している、最新のまち歩

きルートマップやその他関連する資料から、まち歩きルートのテーマ、時間、距離を把握、

北多摩、南多摩、西多摩に分け、各々の街歩きルールとの特徴を分析した。 

   

目 的 調査方法 調査項目 

・多摩地域のまち歩きコースをデー

タ化し実態を把握 

・まち歩きの特徴を整理・分析 

各自治体・観光協会が発行して

いる最新のまち歩きルートマッ

プを入手し、270コースをデー

タ分析 

まち歩きのテーマ／交通手

段・対象者／ルート時間と距

離／エリア別特徴 
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各調査項目の分類については以下のとおり。 

 

＜まち歩きルートのテーマ＞  

まち歩きルートが巡る施設について、どのようなテーマを持った施設を巡っているか整

理した。なお、移動の目印になっているだけで、立ち寄りを想定していない公民館などの

施設についてはテーマ整理の対象施設としていない。 

A：公園、自然（植物、生物）      B：農      C：歴史(史跡・遺跡、寺社） 

D：文化（文学、映像（映画・アニメ）、音楽）、美術館   E：スポーツ 

F：参加体験(農作業、環境保全活動、ハンドメイド、農産加工など） 

G：商店街                  H：その他（産業遺産、工場など） 

 

＜交通手段＞ 

まち歩きルートを巡る交通手段として、徒歩以外の交通手段を活用しているか整理した。 

I：徒歩       J：自転車     K：バス     L：組み合わせ（I+J、I+K:徒歩） 

 

＜対象者＞ 

一般市民以外の対象者を想定したまち歩きルートがあるかを、整理した。 

M：市民全般     N：子ども（学齢期）   O：その他（海外からの旅行者など） 

 

＜まち歩きルートの時間と距離＞ 

まち歩きルートの距離、時間について、記載のあるものは、これを整理した。 

P：まち歩き時間     Q：まち歩き距離 

 

２）調査結果 

■ 「多摩地域全体」におけるまち歩きコースの特徴について 

平均的なまち歩きコース：1.8 時間、 距離 5.4 ㎞ 

全 270 ルートのうち、まち歩きのテーマとして、自然・公園を設定する割合が 91％、次

いで、歴史（史跡等）が 67％であり、身近な公園、河川、緑地と寺社などを巡るまち歩き

ルートが一般的であることがわかる。 

ルートマップは、まち歩きをする市民向けのサービスという視点よりも、 まち歩きの手

がかりとなる施設を掲載することが主眼であるといえる。また、一部のエリアでまち歩き

の広域化への動きの協力の萌芽が見られることがわかった。 

また、エリアごとのコースづくりの特徴を見るため、北多摩、南多摩、西多摩それぞれの

特徴を以下にまとめた。 
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■ 「北多摩地域」のまちあるきルートの特徴 

平均的なまち歩きコース：1.5 時間、 距離：4.8㎞ 

全 126 ルートのうち、まち歩きのテーマとして、自然・公園を設定する割合が 90％、次

いで、歴史（史跡等）が 64％、文化が 11%となっている。 

多摩地域の中では、文学や漫画など、文化的な視点や産業遺産などを取り込んだ特徴あ

るまち歩きルートを構成している自治体も見られる。 

NPOが中心となって、複数の自治体を連携したまち歩きマップを作成し、スタンプラリー

を行うといった事例も見られる。 

 
 

■ 「南多摩地域」のまち歩きルートの特徴 

平均的なまち歩きコース：2.1 時間、 距離 6.3 ㎞ 

全 73ルートのうち、まち歩きのテーマとして、自然・公園を設定する割合が 99％、次い

で、歴史（史跡等）が 75％、商店街が７%となっている。 

地域的に新市街地が多く、これと周辺の自然環境をネットワークする形のまち歩きが多

く、北多摩地域に比べると、まち歩きルートの時間と距離が長めとなっている。 
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■ 「西多摩地域」のまちあるきルートの特徴 

平均的なまち歩きコース：2.1 時間、 距離：5.5㎞ 

全 61ルートのうち、まち歩きのテーマとして、自然・公園を設定する割合が 95％、次い

で、歴史（史跡等）が 72％、農が 11%となっている。 

秩父多摩甲斐国立公園のうち、東部を形成する地域を含み、山岳部のトレッキングの玄

関口であるため、地場産業特に、農体験などを組み込んだまち歩きルートが設定されるケ

ースが多くなっている。 

 

 

 

 

３）分析／考察 

■ 自治体連携による広域まち歩きコースづくり 

まち歩きルート分析を通じて、各自治体、観光協会は、まちあるきを、単に市民に情報を

提供して自由に歩いてもらう形態が多く、まち歩きを積極的にプロデュースしきれていな

いことが見てとれた。 

一方で、後で紹介する有識者へのヒアリング（Ｐ33～34 参照）からも読み取れるが、鈴

木俊彦氏（（一社）武蔵野コッツウォルズ代表）へのヒアリングを通じて、道路の歩きやす

さを踏査して、地図化し、その上で、テーマ別にまち歩きルートを開発、自治体を超えたま

ち歩きスタンプラリーを継続開催し、毎年参加者を増やす成果を上げている事例のように

「プロデュース力」をどう反映させるかが課題と思われる。 

インバウンド観光が推進される流れの中で、NPO などの様々活動主体がまち歩きを行っ

ており、こうした取組を連携し、自治体連携による広域まち歩きコースづくりを進めてい

くことが必要とされている。 

POINT! 

 各地域のまち歩きテーマ、ルートと特徴として、いずれの地域でも、

「公園、自然」「歴史」をテーマとしたルートが多い。各地域を比較

してみてみると、北多摩地域は文化やスポーツ、南多摩地域では商店

街、西多摩地域では農体験をテーマにしたルートがやや目立ち、地域

の地理的・文化的特徴が幾分表れている。 
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■ まち歩きコースをベースにした広域まち歩き事業の展開 

まち歩きルート分析を通じて、北多摩、南多摩、西多摩は、まち歩きにも、それぞれの地

域特性があることが見てとれた。 

また、長島剛氏（多摩大学教授）へのヒアリングにおいて、多摩地域全体のプラットフォ

ームとなり、事務局としてプロデュースする行政、組織、企業が無いため、全体が統一され

たブランドイメージを持ち難いという地域特性が明らかになった。 

そこで、まずは、北多摩、南多摩、西多摩といった拡がりで、各地域のまち歩きコースを

つなぎ広域まち歩き事業として展開し、多様な多摩の魅力を体感できる、広域まち歩き事

業を展開していくことが必要とされる。 

 

③ まち歩き観光ガイドの育成 

まち歩き観光ガイドの育成について「多摩地域におけるガイド付きまち歩きの実態調査

（アンケート調査）」及び「先進事例ヒアリング」を行った。 

 

１）事業検証の方法について 

ⅰ） 調査１ 多摩地域におけるガイド付きまち歩きの実態調査 

多摩地域におけるガイド付きまち歩きの実態調査として、多摩地域の各自治体及び観光

協会に対しアンケート調査を行った。 

 

目 的 調査方法 調査項目 

・多摩地域のガイド付きまち

歩きの実態を把握する。 

・多摩地域のまち歩きにおけ

る課題を整理する。 

メール等でアンケート票を対象

団体に配信し、記載後に回収 

【対象】自治体及び観光協会の

31団体 

【期間】7月 29日～8月 26日 

ガイド付きまち歩きの有無／ガイ

ドの募集方法／ガイドの育成方法

／事業実施する上での課題 

    

 

ⅱ）調査２ 先進事例ヒアリング 

先進事例として、まち歩きを収益事業として展開している「まいまい京都」、まち歩きガ

イドの育成をきめ細かく行う「（NPO 法人）横浜シティガイド協会」の２者に対してヒアリ

ングを行った。 

目 的 調査方法 調査項目 

ガイド付きまち歩きを展開し

ていく上での課題解決（事業

収益化、ガイド育成など）に

繋がるポイントを探る。 

全国の先進事例となるガイド付

き街歩き団体から特徴的な２団

体を選定し、対面インタビュー

形式でヒアリングを行う。 

まち歩きガイドの概要（イベント

内容、参加者特性、参加費用）／

ガイドの育成（プログラム概要ガ

イドのポイント）／コース作り／

情報発信、募集方法 
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 ＜ヒアリング対象者＞ 

日時 対象者 選定理由 

９月 11日 
代表 以倉 敬之氏 

まいまい京都  

住民が京都の町をガイドするミニツ

アーとして企画し、まち歩きを収益

事業として実施している先進的な事

業者である。 

10月 15日 
会長 玉田 三輪子氏、田辺氏 

NPO法人横浜シティガイド協会 

市民団体がまち歩きガイドを行う全

国的に先駆けた団体であり、ガイド

育成をきめ細かく実施している。 

 

２）調査結果 

ⅰ） 調査１ 多摩地域におけるガイド付きまち歩きの実態調査 

アンケート実施期間（令和元年７月 29 日～８月 26日）において、回収した 22団体（回

収率 71.0％）の回答結果をもとに調査結果をとりまとめた。 

 

■ ガイド付きまち歩きの実施状況 

回答があった 22団体のうち、18団体はいずれかのガイド付きまち歩きを行っている。一

方、ガイド付きまち歩きを実施していない団体も４団体（狛江市、西東京市、瑞穂町、日の

出町）ある。 

実施している団体においては、季節や時期を限定して開催しているものが多い。 

 

■ まち歩きガイドの登録人数及び年齢の傾向 

ガイドの登録人数（N=15）は、20人以上が過半となっており、次いで 10～20 人となって

いる。ガイドの年齢（N=18）は、高齢者の割合が高い。（高齢者割合が低いと回答があった

のは福生市、国分寺市） 
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■ ガイドの募集方法、要件等 

ガイドの募集（N=18）は、公募が過半以上となっている。その他は、他団体と連携また

は依頼しているものが３団体（調布市、国分寺市、福生市）、残り１団体は「太宰治サロ

ンボランティア養成講座を開催し、修了者をリクルート（三鷹市）」となっている。 

ガイドの要件・基準（N=18）は、12 団体が有りと回答している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ ガイドの育成方法 

ガイドの育成方法（N=18）として、半数がテキストや講習会を実施していると回答してい

る。テキストの内容は、コースや史跡等の解説が中心であり、講習会の内容は、観光ガイド

に必要な知識や実施研修、帯同研修が中心である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



27 

 

   （テキストの内容） 

コースのテキスト ・コースの概要および、立ち寄り名所の解説など（青梅市） 

・まち歩きのコースで巡る、史跡や歴史などについての解説が記載されたテキ

スト（東大和市） 

・当日のガイド紹介、およびコース案内など（八王子市） 

・ガイドコースごとの案内マニュアル（武蔵野市） 

ガイドブック・関連

資料 

・国立市観光ガイドブック（国立市） 

・小金井市教育委員会が出している”小金井市の歴史散歩”（小金井市） 

・日野市作成図録を参考にしている（日野市） 

・まち歩きのポイント紹介が掲載された資料（日常的には，学術論文，国分寺市

史，その他文化財関係図書を参考）（国分寺市） 

・小平の地形、歴史、文化、自然など（小平市） 

 （講習会等の内容） 

講習会 ・月１回は講習会開催（国立市） 

・東京シティガイドの方よりガイドの心得を学んだり、江戸東京たてもの園の

ガイドを学んだり、市内の魅力、水や桜のことについて、養成講座（９日間）

を終了したのちガイドとなる。その後、月２回ガイドの定例会で色々学び続

ける。（小金井市） 

・文化財愛護ボランティア養成講座で１時間を１単位とし，10 単位以上の取得

をもって講座を修了したもの（国分寺市） 

・年度で１回、観光ガイドに必要な知識等の付与を行う、観光ボランティアガイ

ド養成講座を、市主催で実施している。（東大和市） 

・市の概要、観光資源、ガイドの仕方等を市職員及び外部講師により講習会を実

施。（あきる野市） 

・府中市の史跡等と歴史的なつながりのある場所の視察や、救急救命等の講習

会を受講（府中市） 

・実地研修、帯同研

修 

・新規まち歩きイベントの開催に際しては、事前にコースの下見や立ち寄り箇

所関係者への挨拶などを実施（青梅市） 

・実践研修会（小平市） 

・定期まち歩きに帯同研修。（武蔵野市） 

・ガイドの会研修委員会による講習、実地研修（日野市） 

・新規会員への研修として市内観光ミニツアーへの各コース１回の参加と、半

年間の観光ガイドツアーへの随行（府中市） 

・実際にガイドしている会員の様子を観察（三鷹市） 

 （その他） 

その他 ・①日頃の学問研鑽、②小学生の児童を対象とした校外学習事業での説明、③文

化財愛護ボランティア養成講座の講師（国分寺市観光協会） 

 

■ ガイドの育成における工夫点 

ガイドの育成方法で工夫していると回答があった８団体では、ガイドに帯同して直接学

ぶことや勉強会や講習会等を行っている。 

 

（講習会等の内容） 

ガイドの帯同 ・先輩ガイドを案内する「模擬がいど」実施（国立市） 

・育成はしておらず、ある程度のノウハウ、知識がある人に依頼している。（青

梅市） 

・案内人に対してのアシスタント役励行。まち歩きへの帯同。自己宣言による案

内人デビュー時期の宣言。（武蔵野市） 

・実地研修（日野市） 

勉強会等 ・年に２回程度、テーマを決めて、勉強会を実施している（小金井市） 

・講習会の実施と，活動のバックアップ（ボランティア懇談会など）（国分寺市） 

・ツアー実施前に実踏する事前研修、講師を招いて高尾山の動植物の講義、消防

署に協力を仰ぎ、安全管理講習などを実施。その他高尾山の歴史やおもてなし

講習など必要に応じて研修を開催している。（八王子市） 

その他 ・市内事業者との交流の場を持つことで、ガイドの存在や意義を理解してもら

っている。（あきる野市） 
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■ ガイドの報酬 

ガイドへの報酬（N=18)は、有償と無償がいず

れも半数近くとなっている。有償の場合、多く

は 1,000～2,000円程度が大半となっている。日

野市、町田市は比較的謝礼額が大きく、日野市

が 4,000円/日、町田市が 5,000～8,000円/回と

なっている。 

 

 

 

 

有償 ・時給 1,000円程度（国立市） 

・1回 1,000円（小平市） 

・青梅市観光案内所スタッフに依頼する場合は、通常の業務として※ガイドと

しての特別な報酬はない。関係者に依頼する場合は、5,000 円。プロに依頼す

る場合は、数万円。（青梅市） 

・ガイド 2,000円、サポーター1,000円（八王子市） 

・5,000円（武蔵村山市） 

・1回 2時間あたり 1,000円（武蔵野市） 

・半日 3,000円、一日 4,000 円（20人まで）（日野市） 

・5000円～8,000円／１回 程度（町田市） 

その他 ・薄謝として、市内で使用できる”さくらギフトカード”を１案内につき１人１

枚（500円相当）配布。（小金井市） 

・調布ぬくもりツアーは無償。七福神めぐりは人件費としてではないが，調布市

ウオークリング協会に委託料 15万円を支払っている。（調布市） 

 

■ イベントの情報発信 

情報発信ツールは、紙媒体、ホームページ、SNS、その他の順で活用している。特に有効

な情報発信としては「紙媒体」と回答している団体が多い傾向がみられる。 
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■ 情報発信で工夫している内容 

情報発信の工夫点に回答のあった９団体の内容は、広報時期、活動のわかりやすさ、前

参加者へのアプローチ等があげられている。調布市では、若者や外国人、高齢者などの特

性に応じた情報発信を行っている。 

 

（その他の内容） 

広報時期 ・桜の開花状況、紅葉の状況等の観光情報とともに、ガイドの活動を発信するこ

とで、より関心を持ってもらえるように心がけている。（あきる野市） 

・７月より市内の掲示板に掲示するように試みています。（小金井市） 

・単体のまち歩きイベントの情報発信をするのでなく、近い期間のまち歩きイ

ベントを実施することで複数のまち歩きイベントを広報する。（青梅市） 

・日程の選択肢に厚みをもたせることで、参加者を増やす工夫や、一度に複数の

イベントを広報できる工夫をする。（青梅市） 

活動のわかりやす

さ 

・可能な限り、活動の様子が分かる写真を添付・掲載している。（東大和市） 

・参加者が予定を組みやすいように、１年間通してのツアーの内容が分かる案

内チラシにしている。（八王子市） 

参加経験者へのア

プローチ 

・ガイドツアー終了後、リポートを作成 ガイド全員に配布（国立市） 

・前参加者への発信（日野市） 

対象者に適して情

報発信 

・若者や外国人向けの街歩きでは SNS や大学へのチラシ配布，高齢者向けの街

歩きは市報を重視するなど対象者によって情報発信の仕方を変えている。（調

布市） 

・まち案内所への掲出、行政センター各所への配布・掲出（武蔵野市） 

 

■ 参加者の傾向 

ガイド付きまち歩きへの参加者数は、20 人以上が６団体、10～20人が８団体となってお

り、また、参加者は、高齢者や市内在住者が多い傾向がみられる。 

広報や企画と参加者の関連については、あきる野市では、SNS の情報発信を始めてから市

外参加者が増えている。また、東京観光財団のツアーも市外参加者が多い（小平市）。 
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■ 課題 

ガイド付きまち歩き事業を継続的に実施していく上での課題として、主に以下の内容が

あげられる。 

・ ガイドの高齢化・担い手不足       ・ ガイド内容のマンネリ化 

・ 若年世代や外国人等へのアプローチ    ・ 新たな参加者のニーズ把握 

・ 効果的な情報発信            ・ 運営費の捻出 

 

■ 今後の展開に関する検討内容 

今後の展開に関する検討内容で回答のあった 10団体の内容として、以下の内容があげら

れる。また、登録ガイドが自主的に任意団体を設立し独自の展開が発生している（東大和

市）など、具体的かつ新たな潮流も現れつつある。 

 

・ 他団体との連携したイベントの実施   ・ 新たな資源の発掘 

・ ガイドの質の確保           ・ テーマ性のある企画 

・ 体験型の企画 

 

 

  

POINT! 

 ガイドの数は高齢者の占める割合が高い。 

 ガイドへの報酬は、有償と無償がいずれも半数近くとなっている。 

 課題として「ガイドの高齢化」「担い手不足」「マンネリ化」「若年

世代や外国人へのアプローチ」「運営費」等があげられる。 
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 ⅱ）調査２ 先進事例ヒアリング 

 

■ まいまい京都 ヒアリングまとめ 

  ヒアリング調査をもとに、以下のとおりと取りまとめた。 

項 目 概  要 

体制 ・個人事業主の形態で運営。４名の職員は外注費という扱いになっている。 

・秋にツアー開催するガイドは 156 名で、基本的にまいまい京都から指名でお願いしてい

る。 

事業構造 ・ツアー料金は半日 2,500～5,000 円/人で設定しており、４割がガイドの収入、残り６割

はまいまい京都の収入となっている。１ツアーのガイド料は、平均２～４万円ほど。 

・売り上げの大半はツアー参加費。オーダーツアーは団体等が買い切りで旅行会社がメイ

ンだがあまり多くない。 

特徴 ・まち歩きは一般的な相場はなく、特別な体験感と予約の取れにくい状態を演出して価格

を設定することでマーケットを掘り起こす。特に、コースがどのようにみえるか、見た

目やタイトルが重要である。 

・コース企画から当日同行まで、事務局スタッフが関与し、ガイドの負担軽減を図るとと

もに品質の確保を行っている。 

・ツアーアンケートによる評価を行い、企画に反映している。 

広報 ・広告予算はほとんどない。SNSやメディアでの宣伝のみ。都市観光なので、地元近隣から

の参加が多く、リピーターが多い。 

ガイドの募

集方法 

・まいまい京都が、面白そうな人に対してアプローチ 

・ガイドの経験の有無は問わない。 

ガイドの育

成方法 

・研修等は一切なし。 

・普段通りのことを話しもらうようにしている。 

・研修で面白くない人を面白くすることは不可能である。（「育成する」というのはおこが

ましいという考え方） 

 

■ （NPO法人）横浜シティガイド協会 ヒアリングまとめ 

  ヒアリング調査をもとに、以下のとおり取りまとめた。 

項 目 概  要 

体制 ・NPO法人の形式で運営。約 100名いるガイドは全て NPOの会員となっている。 

・ガイドの育成方法として、まち歩きコースの企画、帯同研修による説明方法などを１年

かけて学んでいる。 

事業構造 ・協会の事業構造として、収入は会員からの会費（6,000円）とガイド料金が主なものとな

っている。 

・ツアーでは参加費が 2,500 円/人となっており、10 名のツアーを想定すると、ガイドに

は一律 1,500円が支払われるため、残り 1,000円が協会の収入となる。 

特徴 ・学校関係や旅行会社からの団体申し込みも多く受け入れている。 

広報 ・参加者には、まち歩きの案内をダイレクトメールで郵送し周知する。行政各施設、大型

施設等にチラシを配架する。新聞各社に掲載依頼等、リピーターの参加促進を図る。 

ガイドの 

募集方法 

・横浜市全域で、神奈川県のまち歩き養成講座を活用し適宜募集する。その後、各区のガ

イド団体に分かれて配置する。 

ガイドの 

育成方法 

・座学 

・コースの企画（グループワークとしてコース地図、ポイント説明のマニュアル作成）及

び実地におけるツアー随行の研修等を１年かけて研修する。 

・プロガイドとしての心得やガイドライン等のテキストは用意しているわけでなく、これ

まで蓄積されたコースガイドが中心となる。 
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３）分析／考察 

■ 持続的な収益や品質を確保 

多摩地域におけるガイド付きまち歩きの実態から、やや極端な構造分析を行うと、Ｐ33

の図に示した通り、「ガイドの高齢化」が「企画のマンネリ化」や「魅力が乏しい」につ

ながり、「お金をとれない」ため「ボランティア」に頼らざるをえなく、ガイドの高齢化

を招くという負のサイクルが発生している。 

このような負のサイクルを断ち切り、持続的に収益や品質を確保していくことが重要で

ある。 

 

■ 新たなニーズの掘り起こし 

持続的に収益や品質を確保するためには、これまでと同じガイド層、ターゲット層だけ

に留まっていてはいけない。 

ガイドや観光資源を多様化し、新たなターゲットに対しまち歩きの魅力を伝えていくこ

とが重要である。 

 

■ ガイドや観光資源の多様化 

今後のまち歩きに求められる視点として、Ｐ33 の図に示したが、ガイドや観光資源の多

様化する「担い手の掘り起こし・育成」「潜在的資源のコンテンツ化」、新たなニーズを掘り

越すための「多摩地域外（外国人含む）に訴求する企画」「多摩地域に居住する幅広い世代

に響く企画」、持続的な収益や品質を確保するための「多摩地域まち歩きのブランド化」が

重要と考える。 

  

POINT! 

 「まいまい京都」はイベントごとにツアー代金が異なり、そのうち４

割がガイドの収入となる。また終了後にはアンケートを行い、評価や

フィードバックを行っている。ガイド募集は行わず、運営が直接声を

かけている。研修などはないが、ガイドの能力によって収益を得るこ

とが可能である。 

 「横浜シティガイド協会」は NPO 法人が運営。収入は一律の会費と参

加費、講座費等からなり、ガイドへの実費弁償費も一律。適宜募集がな

され、１年をかけた研修が準備されている。 
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④ 有識者・地元団体へのヒアリング調査 

１）事業検証の方法について 

ⅰ） 有識者等へのヒアリング調査 

まち歩き事業の付加価値化に向けて、各分野による知見や若者世代のニーズから多摩の

魅力やまち歩きのブランド化、魅力的なまち歩きについて明らかにした。 

 

目 的 調査方法 調査項目 

・まち歩き事業の付加価値化に

向けて、各分野の専門家によ

る知見や若者世代のニーズを

探る。 

【有識者】対面インタビュー形式 

【若者世代】グループインタビュ

ー形式 

多摩の魅力／まち歩きのブラ

ンド化／多摩のまち歩きの情

報発信／潜在ターゲット層／

魅力的なまち歩き 

  

ガイドの高齢化 

魅力が乏しい 

お金をとれない 企画のマンネリ化 

ボランティア 

ガイドの高齢化 

魅力が乏しい 

お金をとれない 企画のマンネリ化 

ボランティア 

⚫ 持続的な収益や品質を確保 

⚫ 新たなニーズの掘り起こし 

⚫ ガイドや観光資源の多様

化 

⚫ 多摩地域外（外国人含む）に

訴求する企画 

⚫ 多摩地域に居住する幅広い

世代に響く企画 

⚫ 担い手の掘り起こし・育成 

⚫ 潜在的資源のコンテンツ化 

⚫ 多摩地域まち歩きのブランド化 

多摩地域における

まち歩きの現状 

今後のまち歩きに求められる視点 
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  ＜ヒアリング対象者＞ 

日時 対象者 選定理由 

８月 27日 多摩エリア在住大学生（３名） 
若者ニーズの実態を把握するため、

多摩在住の大学生 複数名 

８月 29日 
長島 剛 氏 

多摩大学経営情報学部教授 
地域経営分野の有識者 

９月９日 
沢登 次彦 氏 

じゃらんリサーチセンター長 
観光分野の有識者 

 

ⅱ） 調査２ 地元団体へのヒアリング調査 

多摩地域において先進的なまち歩き事業やまち歩きプログラム実施に向けた、プロジェ

クトの展開を行っているまち歩き団体へ、実践者の立場から多摩のまち歩きの今後の展開

方向を探る目的でヒアリングを行った。 

 

目 的 調査方法 調査項目 

・まち歩き事業の実践者の立場

から事業の課題、地域連携に

向けたまち歩き事業展開の課

題と解決の方向性を検討 

対面インタビュー形式 

 

団体のまち歩き実施内容／事

業展開に向けての課題／広域

的な集客・情報発信等 

 

  ＜ヒアリング対象者＞ 

日時 対象者 選定理由 

９月９日 
鈴木 俊彦氏 

（一社）武蔵野コッツウォルズ代表 

北多摩地域において自治体を超えた

広域連携をベースとしたまち歩き事

業を展開している。 

10月９日 
小澤 一雄氏 

（NPO法人）フジの森 理事 

北多摩地域檜原村において、まち歩

きや農業体験、自然体験などを組み

合わせ、先進的な事業を展開してい

る。 

 

 

２）調査結果 

ⅰ） 地元団体へのヒアリング調査 

有識者ヘのヒアリング、大学生へのグループインタビューを行い、以下のとおり取りま

とめた。 
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POINT! 

 「多摩」自体のイメージが希薄で発信力が弱いため、全体を統一した

ブランドを打ち出すことは困難。むしろ、エリアに分けてそれぞれの

ゴールを設けることが重要である。 

 地域内のまち歩き事業は様々な主体による取組が行われているが、全

体が統括されていないことが課題である。 

 多摩のまち歩きでは「ニッチな地域資源」「地域住民との交流」「地元

ならではの名店」などの体験、定住促進のための「暮らしの疑似体験」

「地域の食環境」「空き家見学」などの新たなコース開拓への期待があ

る。 
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ⅱ） 調査２ 地元団体へのヒアリング調査 

２団体へのヒアリング結果を以下のようにとりまとめた。 

■ まち歩き団体の実践内容と課題 

■ 地域特性と今後の展望 

 

 

団体名 まち歩き事業内容 課題 

（一社）武蔵野コ

ッツウォルズ 

■森の地図スタンプラリー事業 

・地域を巡り発見を楽しむ仕掛けとして、まち歩き

マップ（台紙：１万部）を作製、地域の十数カ所に

スタンプを設置し回遊を促進、達成者には達成証

などの記念品を贈る。各回の達成応募者は 500 名

近い。公園指定管理者との共同実施 

■資金調達 

■スタッフの確保など運営基

盤の確立 

■ＨＰ広報・集客などを通じ

た事業持続性確保 

（NPO法人）フジの

森 

■ガイド育成養成講座 

・主催は桧原村エコツーリズム推進協会。日本エコ

ツーリズム 

・事業は協会へ委託、説明やガイドの仕方などの講

習を行う（2～3日の講座） 

■教育の森のプログラム 

・土日開催のプログラムで個人を対象にしたもの。 

薪の焚き火をしてダッジオーブン調理、釜でのピ

ザ作り、飯盒炊飯等、上限、２０名ほどで実施。 

■ガイド育成 

十分なガイドが育成できてい

ない（既往のスタッフでも簡

易なものは対応） 

■広域連携 

■ツアー認証 

団体名 地域特性を踏まえたまち歩きの可能性 今後の展望 

（一社）武蔵野コ

ッツウォルズ 

■武蔵野エリアは東京都のほぼ中心にある癒しと

発見の場 

・大規模都立公園、国分寺崖線（ハケ）、玉川上水

や野川遊歩道など水と緑に恵まれた景観が広が

る。都心にも近い日常的な空間で、気軽に非日常的

な体験や発見を楽しめる。まち歩き参加者の４分

の３は地元民だが、複数の市がコンパクトに存在

するエリアなので人の流動性は高い。 

・地域を一つの大きなガーデ

ンとして捉え、自然や歴史、

文化、食などのテーマごとに

モデル周遊コースを設定、地

元民のみならず、来街者も参

加しやすいまち歩き事業を目

指す。 

（NPO法人）フジの

森 

■日帰り観光にベストな距離感 

・新宿から１時間半あれば高速で来られることも

あり、絶妙な距離感が人気。日帰りのできる宿泊の

伴わない距離がウケている。 

・外国人の観光客も世界各地から来ている（ラオ

ス、ブータン、インド、アメリカ、ヨーロッパ、オ

ーストラリアなど） 

・継続的な森づくり・教育の

場、地域振興の 3本柱で展開。 

・広域的に連携していく中で

新しい層を取り込む。 
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３） 分析／考察  

 ■ テーマ／エリアごとの特徴を生かしたまち歩きの展開 

多摩全体は広範囲であり、それぞれの市町村においても目指す将来像は異なるため、統

一したブランドを打ち出すことは困難であるといえる。一方、酒蔵、アニメのロケ地など、

特色あるテーマの連携や玉川上水、国分寺崖線、古代道など地形や歴史的文脈を活かした

広域的なつながりなど、テーマやエリアごとの特徴を生かすことで魅力的なまち歩きの展

開が期待されており、結果、多摩地域全体の魅力化やまち歩きのブランド化につながって

いくと思われる。 

 

 ■ 効率的で効果的な発信力の強化 

「まち歩き」は地域資源を再評価し、まちの魅力を気付かせてくれる効果があるが、多

摩地域自体の発信力が十分ではないため、多摩地域での「まち歩き」を地域の魅力発信に

つなげることできていない。これまでのように個々でまち歩き事業を実施するのではなく、

各自治体・団体で課題やタスク、コミニュケーションツールを共有し、「多摩のまち歩き」

ブランドとして発信することで、参加者が多摩のまち歩きを通して深い絆を築き、魅力的

なイメージ、差別化された価値を抱くことが可能となる。 

 

 ■ まち歩き団体間の情報共有と連携できる仕組みの確立 

  現在、多摩地域では自治体、観光協会、NPOなど、様々な立場でまち歩きを展開している

が、それぞれの団体間の情報共有や関係性を構築するための組織や仕組みが存在しない。

コミュニティビジネスを推進するネットワークである多摩 CB ネットワークでは年１回の

シンポジウムを通じて各団体がゆるくつながる形をとっており、互いの情報交換、当事者

意識の醸成につながっている。そのため、個々のまち歩き団体やガイド人材に関しても互

いの取り組みを学び、交流を深め、スキルアップにつながる仕組みの構築が求められてい

ると思われる。 

 

 

 

POINT! 

 （一社）武蔵野コッツウォルズは、地域を観光地ではなく日常の風景

を再発見する機会としてまち歩き事業が位置づけられ、まち歩き事業

を広域連携し展開している。参加者も地元民のまち歩きの比率が高

い。 

 （NPO 法人）フジの森は、他地域から観光事業としてまち歩きを受け

入れる形となっており、ガイド養成講座も実施している。 

 両団体ともに地域の魅力に確信を持って発信を継続して行うことで、

リピーターに加えて新たなまち歩き参加者の呼び込みも成功してい

る。 
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■ 集客対象に応じたまち歩き事業の展開 

北多摩地域のまち歩き団体（（一社）武蔵野コッツウォルズ）は、地域を観光地として捉え

るのではなく、日常の風景を再発見する機会として、まち歩き事業が位置づけられおり、

ボランティアスタッフをベースとした、まち歩き事業を広域連携し展開している。参加者

も地元民のまち歩きの比率が高い、一方、西多摩地域のまち歩き団体（（NPO 法人）フジの

森）は、他地域から観光事業としてまち歩きを受け入れる形となっており、ガイド養成講

座も実施している。 

地域特性を踏まえ、まち歩き事業の集客対象とまち歩き事業の実施規模の関係を十分に

考慮して、まち歩き事業の展開を検討していくことが必要とされている。 

 

■ ここにしかない体験、地域の魅力を発掘・発信する人材の育成 

 （一社）武蔵野コッツウォルズと（NPO 法人）フジの森ともに、地域の魅力に確信を持っ

て発信を継続して行うことで、リピーターに加えて新たなまち歩き参加者の呼び込みも成

功している。 

 地域の魅力に確信を持って発信する人材をこそが、まち歩き事業展開のカギを握ること

は明らかである。 

  多摩地域において、まち歩きをキュレーション＊する人材の発掘と育成をいかに行うか

が、多摩地域の今後のまち歩きの展開のポイントとなる。 

 

＊「キュレーション」（curation）とは、情報を選んで集めて整理すること。 あるいは収集した情報を特定のテ

ーマに沿って編集し、そこに新たな意味や価値を付与する作業を意味する。 

 

 

⑤ 生産者アンケート調査  

これまで多摩地域で個別に行われてきた農ウォークや収穫体験等の取り組みを活かし、

食育や地域の事業者等との連携、農を切り口としたまちあるきツアーや新たな魅力づくり

等の検討を行うため、農産物の生産者を対象とするアンケート調査を行った。 

 

１）事業検証の方法について  

目 的 調査方法 調査項目 

・農地活用の需要、事

業化に向けた支援の

方法を探る 

羽村市、東村山市、東久留米市の生産者に

以下の方法でアンケート用紙を配布・回収 

【羽村市】 調査票の配布・回収 

【東村山市】調査票の郵送配布・回収 

（郵送先：「直売所マップ」

掲載の直売所・体験農園開設

農家） 

【東久留米市】市職員が生産者へ聞き取り 

属性／営農状況／農地の観

光・レクリエーションとし

ての活用状況や将来の可能

性、支援等／農を生かした

観光の取組や農地保全につ

いての意見 等 
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２）調査結果 

８月～12月にかけた実施したアンケート調査に対し、以下のとおり取りまとめた。 

■ 配布・回収状況 

    各市の配布・回収状況は以下のとおりであった。総数としては 83 件の回答を得た。 

 羽村市 東村山市 東久留米市 

配布 90 59（不着分除く。） 20 

回収 45 18 20 

回収率 50％ 29％ 100％ ※直接聞き取り 

各設問に対する市別の回答内容は以下のとおりである。 

■ 回答者の状況 

３市とも回答者である主たる従事者はほとんど男性、50歳代以上が多い。 

ただし、東久留米市は、グループヒアリングであるのでその特性から 40、50 歳代が中心

であるとみられる。東村山市は、庭先直売所や農業体験農園開設者を対象としており、30

歳代から 60 歳代までまたがっている。羽村市は 70 歳代以上が最も多く、特段属性に焦点

をあてた配布は行っていないことから、年齢分布も超高齢化している現状の農業経営者の

分布状況をおおむね反映しているとみられる。 

 

 ■ 回答者の住所地、農地の区分の状況 

回答者の住所地・農地はほとんどがそれぞれの市内である。また、所有している農地の

区分は約 90％が市街化区域内にあり、特に生産緑地のみ所有している割合が羽村市と東久

留米市で高いことがわかる。 

 

■ 回答者の作付け及び生産物の販売状況等 

各市とも稲作が最も多く 80％を超えている、羽村市では稲作が２番目に多く 29％、果樹・

花卉もそれぞれ 20％作付けされている。また、東村山市も果樹が 18％を占めている 

生産した農産物は、庭先販売農家を中心に調査対象となった羽村市は 100％である他、東

久留米市も 55％と庭先直売を行っている。共同直売所へは、３市とも多く、40～60％程度

の農家が出荷している。一方で、自家用にも東久留米市では 85％、羽村市では 70％近くを

占めている。また、飲食店・加工販売業者に卸している農家は５～17％程度と少ないが各

市で実績があることが分かった。 

   

 ■ 回答者の地域住民や来街者向けの観光・レクリエーションの場としての活用意向 

＜現在既に実施している取り組み状況＞ 

・「庭先直売所」については、アンケート対象が庭先直売所を行っている農家が中心の東

村山市では 72％がすでに実施していると回答、東久留米市でも 55％が既に実施している

と、多くの回答があった。 

・「農を巡るまち歩きイベント」については、数は少ないものの各市とも経験している農

家がいる。 
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・東村山市では「農業体験農園」、「飲食店との連携」や、「自ら飲食提供加工販売」にま

で関わっている農家がある。 

＜今後の取組可能性について＞ 

・今後、「条件が合えば（自らの農地を地域住民や来街者向けの観光・レクリエーション

の場として活用することを）検討してもよい」ということについて、東久留米市では「地

産地消の飲食店との連携」という回答が 25％、「庭先直売所」が 15％と、比較的積極的

な摘み取り・収穫体験、農業体験農園への取り組みを考えてもよいとする回答があった。

これは、回答者の年齢層が他市の回答者よりも若い 40、50歳代が多いということも新た

な取り組みへの意欲を反映しているものとみられる。東村山市では、既に庭先直売所を

出している農家が殆どであることから、新たな取り組みに対する回答数は少ないものの、

地産地消、飲食・加工販売との連携などにも関心を見せている。羽村市では、市民農園・

庭先直売所開設への関心がやや高く、また、他市と同様に飲食・加工販売等との連携に一

定の関心があることが窺える。 

＜実現のための課題について＞ 

・上述した「自らの農地を地域住民や来街者向けの観光・レクリエーションの場としての

活用」の「実現のための課題」として、「担い手の確保」策として挙げられたものは「援

農の確保」、「広報の充実」策として挙げられたものは「観光ガイド等の情報媒体等への掲

載」の広報の充実の他、「同様の取組をしたい生産者や飲食店・加工業者との連携」に対

するニーズが挙げられている。また、こうした市内事業者との連携を意識している農家

では、「企画を実現するためのコーディネーター等の協力者の確保」が求められているこ

とが窺える。 

 ■生産者アンケートの結果 

 

 

 

 

 

 羽村市 東村山市 東久留米市 

市民との関

わり 

 

・観光協会主催 花と水の

祭りに協力 

・農に関するイベントを実

施 

・ハイキング客向けに。道

端に花等を植え、目にや

さしく心いやす環境づく

りを行っている。 

・庭先販売や体験農園を行っ

ている農家が中心 

・市民農園、収穫体験・摘取

り体験も併せておこなっ

ている。 

・地域住民に農地利用の場を

提供 

・庭先販売を実施 

・収穫体験・摘み取り体験

を実施 

・農業体験農園を実施 

今後の可能

性 

 

・市民農園、収穫体験・摘み

取り農園としての活用 

・庭先販売の充実 

・地元加工業者、地産地消

の飲食店との連携 

・稲作による農業体験農園

の提案 

・地産地消の飲食店との連携 

・地元の飲食加工の事業者と

の連携 

・自ら飲食加工販売 

 

・収穫体験・摘み取り農園

としての活用 

・庭先販売の充実 

・地元加工業者、地産地消

の飲食店との連携 

・農ウォーク 

実施にあた

っての課題

や必要な支

援 

・観光ガイドへの掲載・飲

食・加工業者との連携 

・相談相手・コーディネー

ターの協力を得る。 

・担い手の確保：援農しても

らう。 

・広報の充実について：「観光

ガイド等の情報媒体への

掲載等 

・担い手の確保：援農して

もらう。 

・広報の充実について：「観

光ガイド等の情報媒体へ

の掲載等 

・相談相手・コーディネー

ターの協力を得る。 
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３）分析／考察 

■ 多様な主体間の交流と連携の促進 

地域資源に精通しており、地域特性を活かした「回遊型・滞在型の農体験プログラム」の

供給・運営が可能な団体が複数存在している。今後、行政や多摩地域間での連携を深めて

いくことで相乗効果を上げて、多摩地域の農をテーマとしたブランド化が図れる可能性が

ある。 

今後の新たな取組みについての回答の中には、野菜栽培用の畑を中心とした東京の市民

農園としては珍しい「田んぼ型の市民農園」開設の提案も見られた。また、市民・ハイキン

グ客向けに景観作物栽培を工夫している農家などあったことから、今後、新たな取組の提

案に対する情報共有と実施支援を図ることが有用と思われる 

 

■ 専門家・コーディネーターによる支援 

様々な取組をする際の相談相手・コーディネーターの支援が求められている例があるこ

とから、様々な取組相談窓口や専門家派遣を充実させていくことが有用であるといえる。 

 

⑥ コンテンツ事例収集と分類  

１）事例収集について 

多摩地域の農産物の特産品を活用するために、加工品類のみならず、農地や農地周辺に

ある都市環境的な資源や、そこで営まれている農と触れ合う地域活動も生かしながら取り

組むことが重要であり、様々なフェーズから考える必要がある。 

そこで、「各市農政担当ヒアリング・アンケート」や「文献資料・本事業アドバイザーか

らのアドバイス」をもとに、情報収集・整理を行った。 

なお文献資料として、一般財団法人都市農地活用支援センターホームページ事例集「都

市と農の共生」（http://www.tosinouti.or.jp/living/index.html）や先進事例視察の結果

を参照した。 

 

２）コンテンツの分類について 

多摩地域には農に関わるハード、ソフト両面の資源があり、これらを駆使しながら、多種多

様なアグリツーリズムを展開していくことが可能である。情報収集によって得られたコンテン

ツをハード面、ソフト面等に分類して整理する。 

 

〇コンテンツ活用のための各種設定（分析の視点） 

   ワークショップ等から得られた知見としては、目的に応じた状況設定が挙げられた。

以下に項目別に整理する。 

目的 ・食育    ・体験    ・健康    ・企業の福利厚生 

・レクリエーション（市民向け ⇔ 来街者向け） 

対象 ・子育てファミリー  ・高齢者  ・若者  ・女性  ・外国人 

さらに、これまでに多かった「市内対象」→「地域間」へ 

体験のステージ ・作業体験   ・収穫体験   ・飲食（獲れたて、食べ比べ） 

第１段階：まずは参加してもらうためのもの→ハードルの低い手軽な体験 

第２段階：継続性、リピートを志向して→年間を通じたプログラムづくりへ 
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プログラムの期

間等 

・期間・日数：通年 ⇔ 単発  

・時間帯 ：終日（昼食等飲食を伴う）⇔半日、（夜間活用もあり） 

・移動手段：都市域間（バス・電車）、中距離（自転車）、近距離（歩行） 

     例：自転車でブドウ園めぐり×ブドウの食べ比べ 

担い手・主体 ・目的・対象に応じたプログラムの企画立案、募集、実施の担い手育成と確保 

収益性・料金 ・農家、参加者、担い手が満足する  

今回検討では「農業理解」（ほぼ無償）→「観光」「収益性」「持続性」へ 

 

■ ハード面の活用 施設等の活用例 

既存の農ウォークでは、農地を直線的

に巡って農家の話を聞いたり収穫体験

をするという傾向が強いが、農をとりま

くコンテンツとしては、「拠点的施設」、

「景観資源」、「直売所」、「飲食・加工販

売店」、「農地（畑・水田・果樹園）」等、

多くのものが重層的に重なって地域資

源を構成していることから、これらを目

的にグリーンツーリズム、アグリツーリ

ズムの目的に応じてプログラムを有効

活用していくことが望ましい。充実した

多様性が事業に展開することが可能で

ある。 

  

 

 

 

 

a）共同直売所、農の博物館・伝承館、古民家等で農と触れる 

〇地元産新鮮野菜が入手できる共同直売： 

  羽村市農産物直売所（羽村市）、七ツ塚ﾌｧｰﾏｰｽﾞｾﾝﾀｰ（日野市）、七国山ファーマーズセンター、ふるさ

と農具館（町田市）、みのーれ立川、各地 JA直売所 等 

〇駅近・民間直売所：しゅんかしゅんか（西国分寺駅改札前、国立他） 

b）まちなかを巡りながら農の風景を楽しむ 

（畑、水田、花畑、屋敷林、農業公園、農業関連施設） 

・公園・道路：チューリップ公園（羽村市）、花街道事業（国分寺市） 

・用水路：向島用水親水路・水車堀公園（日野市）、築樋（小金井市）、三鷹の水車しんぐるま（三鷹

市）等 

・市域見渡す眺望：丘陵上からの眺望（羽村市）、大沢の里（三鷹市） 

・屋敷林（各市） 

c）農家の庭先で獲れたて新鮮野菜を入手する 

・庭先販売所：東村山市 73ヵ所： 東久留米市 84ヵ所 他  ・各市で農産物直売所マップ等を配布 

ｄ）地元産野菜を素材に加工・調理提供する飲食店 

例）「こくベジメニュー提供店」約 100店舗（国分寺市）、「江戸東京野菜使用店」市認定 13店舗（小金井市） 

   その他、地元野菜使用カフェ、飲食店（日野市、国立市他各地） 

e）生産の場で食農教育、農体験（農地面積：農家数） 

・収穫体験・摘み取り農園（梨園、ストロベリーファーム、ミルクファーム 他） 

・市民農園 各市    ・農業体験農園 東村山市・国分寺・小金井・日野市他、各市 
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■ ソフト面の活用 様々なフェーズでの取組 

農業は生産活動を起点として様々な段階を経て消費に至る。また、途中の各段階でもさま

ざまな「体験」を伴うことできることから、季節、対象、時間などに応じたプログラムづく

りをすることが可能である。 

 

段階 具体例 

生産段階 生産の場で食農教育、農体験（収穫体験、摘み取り体験、農業体験農園、市民農園） 

加工段階 地元農産物を使用した加工品 

販売段階 マルシェ、イベント（常設直売、定期市、庭先直売） 

飲食段階 地産地消の食体験等  

文化・情報 食と農の情報交流、発信等 

 

（１）生産の場で食農教育、農体験 

（収穫体験、摘み取り体験、農業体験農園、市民農園） 

・摘み取り梨園（東村山市、稲城市等） 

・農業体験農園（東村山市、国分寺、小金井市、八王子市、

清瀬市他） 

・市民農園（各市） 

（２）地元農産物を使用した加工品 

・ジャム 

・磯沼ミルクファーム（乳製品等）（八王子市） 

（３）マルシェ、イベント 

（常設直売、定期市、庭先直売） 

・常設直売：羽村市農産物直売所 

・定期市：「久米川マルシェ」(毎月)（東久留米市）、「市

役所まち☆ベジ市」（毎月）、「日曜朝市」（町田市）等 

・イベント：「農業祭」（各市）  

（４）地産地消の食体験 

・江戸東京野菜弁当フェア（小金井市） 

・こくベジのじかん 「つれてって、食べる。わたしの野

菜」（国分寺市） 

（５）食と農の情報発信 

・農冊子：直売所マップ（各市）、こくベジ じゃらん 

・「農体験」＋（「健康」・「食育」・「交流」） 

・アート：田んぼアート（他県）、他 

 

 

 

 

 ■ 農のコンテンツ（ソフト編）・・・年間行事・イベント・フェア等 

農のコンテンツは、季節や時間に応じてその旬が変化していくものである。 

以下に、例示として多摩地域のいくつかのコンテンツや取組を「年間」、「マンスリ

ー」、「ウイークリー」、「デイリー」等を示す。 
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特に、年間を通じて考えた場合、単独の市だけでは、充実したプログラム設定が難しい

場合もあることから、多摩地域の各市間でイベントの旬となる時期の連携を図っていくこ

とが重要である。 

さらに、「日帰り」タイプも一日のうちの「午前型」、「午前＋昼食型」、「昼食・午後

型」、「午後型」、「午後＋夕食型」といった具合に設定できるプログラムは、多様に組み合

わせることが可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

POINT! 

 コンテンツのそれぞれの可能性について、ハード面では「拠点的施

設」、「景観資源」、「直売所」、「飲食・加工販売店」、「農地

（畑・水田・果樹園）」等があり、ソフト面では生産から加工、販

売、消費に至るまでの農体験や季節、対象、時間などに応じたプログ

ラムづくりが可能である。 

 また定期的に地域の様々な場所で連携したイベントやフェアを行うこ

とで、年間を通じて農のある暮らしのコンテンツを提供できる。 

 

■景観

■食体験

■収穫体験（東大和市、清瀬市で人気）

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

●●●● ●●●● ●●●● ●●●● ●●●● ●●●● ●●●● ●●●● ●●●● ●●●● ●●●● ●●●● ●●●●

様々な新たな週末体験「農体験」のほか、農体験＋「健康」・「食育」・「食農教育」「交流（バーベキュー）」等）
●日曜朝市（町田市）●田んぼの学校（日野市 社会教育事業）年間約20回
●民間：農作業体験＋交流イベント：はたけんぼ（国立）、畑会（町田・八王子他）

年間行事

●江戸東京野菜フェア（小金井公園お弁当）

マンスリー
月間行事

ウィークリー

週間・週末
行事

デイリー

通年・
平日活動

●農業祭（各市）

●●●●●●●● ●●●● ●●●● ●●●●●●●●●●●●●●●● ●●●●●●●●●●●● ●●●●●●●●●●●●●●●● ●●●●●●●●● ●●●●●●●●●●●●●●●● ●●●●●●●●●●●● ●●●●●●●●●●●● ●●●●●●●●●●●●●● ●●●●●●●●●●●● ●●●●●●●●●●●

●国分寺市民農業大学校（４～12月）
●日野市援農ボランティア養成講座（４～１月）
●武蔵市「農業体験教室（農業塾）（10か月）
●農業体験農園（各地農家開設）（概ね３～１月）
●市民農園（自治体開設、農家開設、生産緑地等貸借によるNPO・企業開設）（概ね11か月、１年11か月～２年間、等）
●はたけんぼ（こども向け体験）
●生ごみ堆肥化活動（日野市せせらぎ農園）

●チューリップ公園（羽村市）

（●田んぼアート 他県で実施）

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

●月例定期市(マルシェ久米川(東村山市)、市役所まち☆ベジ市(町田市)等)、期間限定マルシェ(7下～8下、12上～1下)(東大和市)等）

●タケノコ掘り(各地)

●栗の収穫 (各地)
●ブルーベリー摘みとり

●ぶどうもぎとり

●梨もぎとり８～10月（東村山市・稲城市他）

■複合イベント

●いちご狩り(清瀬市５月)

●農ウォーク（各地）

●ひまわりガーデン武蔵村山（７下～８上）

宿泊

日帰り

時間帯 ０時 ３時 ６時 ９時 12時 15時 18時 21時 24時
午前＋昼食型午前型 午後型

全日型 （ 朝食 体験 昼食 体験 軽食 体験 夕食 宿泊）

昼食＋午後型 午後＋夕食型
タ
イ
プ

●茶畑（東大和市）
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⑦ 先進事例 視察／分析 

多摩地域におけるグリーンツーリズム（アグリツーリズム）の展開に活かすため、多摩

地域でグリーンツーリズムや先進的な取組をしている事例を調査し、成功パターンの分析

を行った。 

 

１） 事業検証の方法について  

■ 先進事例の選定 

目 的 調査方法 調査項目 

先進的事業者の取り組みを分析

し、同エリアにおけるアグリツ

ーリズムの展開に活かす。 

・対面インタビュー形式 

・より取組を理解するため、WG

メンバーとともに現地視察

（一部） 

運営体制・役割・連携／ビジ

ョンとプロセス／事業収益構

造／広報・PR 等 

 

多摩地域におけるグリーンツーリズム（アグリツーリズム）の展開に活かすため、多摩

地域で先進的な取り組みを行っている以下の団体を選定し、現地視察並びにヒアリング調

査を以下の日程で行った。 

 

まちの生ごみ活かし隊 

（任意団体） 

(NPO 法人)くにたち農園の会 

㈱農天気 

（一社） 畑会 

地域住民がゴミとして焼却され

る生ごみや落ち葉などを回収し

て堆肥化し、野菜や花を作る資

源循環型農園の取組みを行って

いる。誰でもが気軽に入園し、

様々な体験ができるコミュニテ

ィガーデンとして運営されてい

る。 

・市の農業農地を活かしたまち

づくり事業を起点に活動開

始。以後、事業を推進するメ

ンバーが主体に活動展開。土

地・建物を借り受ける NPOを

プラットフォームに、農のイ

ベントや子育て支援事業、農

泊等を行っている。 

・農業体験イベント企画・運

営、畑活用サポート、援農

支援 

・農地での体験イベント実施

による収入が中心 

現地視察・ヒアリング調査 

８月 1日 

現地視察・ヒアリング調査 

８月 1日 

ヒアリング調査 

７月 30日 

 

２） 調査結果 

  ３団体のヒアリング結果を以下のとおり取りまとめた。 

 

団体名 
まちの生ごみ活かし隊 

（任意団体） 
NPO法人くにたち農園の

会、㈱農天気 
（一社） 畑会 

拠点 せせらぎ農園（日野市） はたけんぼ、つちのこ（国

立市） 

主に八王子市 

特徴 地域住民がゴミとして焼却

される生ごみや落ち葉など

を回収して堆肥化し、野菜

や花を作る資源循環型農園

の取組みを行っている。 

誰でもが気軽に入園し、

様々な体験ができるコミュ

ニティガーデンとして運営

されている。 

市の農業農地を活かしたま

ちづくり事業を起点に活動

開始。以後、事業を推進す

るメンバーが主体に活動展

開。土地・建物を借り受け

る NPOをプラットフォーム

に、農のイベントや子育て

支援事業、農泊等を行って

いる。 

農業体験イベント企画・運

営、畑活用サポート、援農

支援 

農地での体験イベント実施

による収入が中心 
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体制等 ・コアメンバー約１0名 

・会則・会費設けず、フリ

ー参加形式で、環境・食

育・福祉などをテーマに、

農作物の栽培を実施 

NPO法人がプラットと収益事

業活動で法人格を分けてい

る。代表者は同じ。 

新規就農者を含む数名の事

業体 

収益構造 一部、市から生ごみ回収事

業を年間 100万円程度受託

しているが、現在、農地所

有者を援農する活動のた

め、非営利型で活動 

・平日は地域住民・こども

向け安価な利用料  

・週末は都心などから比較

的高額な参加費収入 

・全体で年間 1000万円台の

事業収入 

・SNSを活用した広報活動

により、都心からの参加者

が多く、数千円／人 

・１回当たり 10数万円程

度のイベントを月数回か開

催 

 

＜まちの生ごみ活かし隊（任意団体）（拠点：せせらぎ農園（日野市））概要＞ 

 

（資料：「せせらぎ農園）まちの生ごみ生かし隊ホームページ 

      
写真：（左：生ごみを投入した（する）畑（水を含まないようシートで被う、中：用水路を生かして

復活させた田んぼ、右：生ごみ運搬トラック 
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＜せせらぎ農園周辺のコンテンツや地域資源＞ 

 

 

＜くにたちはたけんぼ（国立市）概要＞ 

 

資料：「くにたちはたけんぼ」くにたち農園の会パンフレットより 

 

←100ｍ→

水車小屋

ふれあい橋
（万願寺歩道橋）

せせらぎ農園

GOOGLEマップを加工

映画のロケ地として
よく使われる

向島用水親水路

市内生産緑地貸借１号地

用水路取水口
導流堤

年間通水を
可能にする

浅川サイクリング
ロード

クリーンセンター
建設地浅川を闊歩する乗馬体験。

ホーストレッキングができる

用水路・
浅川・程久保川
合流地点

バードウォッチン
グができる

喫茶店馬Café
マリヤの風

浅川
アユ祭り

こどもたちの社会見学

元都心の林間学校
施設、調理・会議、
冒険遊び場等

●生ごみ堆肥化事業
（市ごみゼロ推進課から受託）

●農関連資源を活かした様々な体験活動・提供
・「東京イナゴンピック」田んぼのイナゴ飛ば
し大会（近所の昆虫領地研究家提案）
・保育園等への野外活動の場として
・水路周辺から採れる春の七草粥
・ニセアカシアの花を摘んで天ぷらパーティー
・ジャガイモ、サツマイモ収穫祭
・トマトができたらピザパーティー 等

落川交流センター

都市農地の活用モデルとして設立
2013年～

6

田んぼ

オープンスペース企業・団体向け
貸農園

動物たち

年間累計 5000名以上が利用
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＜くにたちはたけんぼ周辺のコンテンツや地域資源＞ 

 

  

田んぼ 畑馬小屋

古民家を活用したシェアオフィスの一角に「つちのこや」（古民家食堂、子育て支援事業） 農泊メニュー付き ゲストハウス

←100ｍ→

古民家
シェアオフィス
「つちのこや」

ゲストハウス
「農泊事業」

中央道
国立インター

・古民家食堂
・市の地域子育て支援拠点事業

宿泊のオプションメニューとし
て、農を楽しむプログラム参加

※雨天、猛暑時
の代替活動

●団体貸専用市民農園
（環境系サークル、教育系、企
業福利厚生）

●農作業と関わりながら様々な
体験の場の提供
・親子田植え体験
・忍者体験
・婚活パーティー
・夕方からの大人の田植え体験
等

GOOGLEマップを加工

農園地
「はたけんぼ」
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３） 分析／考察 

 ■ 持続的な経営に向けた複数のプログラム展開とビジョンの策定 

 まちの生ごみ活かし隊以外の団体では、農園というフィールドをベースに、貸農園事業

だけに留まらず、イベント、こども園、宿泊、レストラン、就農支援などの事業も展開し

ており、多様な価値の創造と収益の確保を行っている。 

 また、地域貢献や農地・農業の保全といった部分では営利を追求しないが、観光・レジ

ャー・グルメなどの部分では収益を求めていくといったメリハリのある経営がされている

ことも特徴である。 

 上記３団体は、それぞれ任意団体、NPO 法人、株式会社、一般社団法人と様々な形態で

運営されている。営利を目的とした事業もあれば、収益を求めない事業まであり、それぞ

れの団体の目的や形態によって持続可能な方法が模索されている。事業を成功・持続させ

るためには、目標を掲げた上で、それを実現するための組織、人材、運営費などについて

十分な計画を立てる必要がある。 

 

■ 多様な主体間の交流と連携の促進 

 今回視察した団体はいずれも地域資源に精通しており、地域特性を活かした回遊型・滞

在型の農体験プログラムの供給・運営が可能な団体であった。このような団体が複数存在

することも多摩の強みであり、今後、行政や地域間での連携を深めていくことで相乗効果

を上げて、多摩地域の農をテーマとしたブランド化が図れる可能性があるといえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

POINT! 

 まちの生ごみ活かし隊は、ごみの再利用と農という２つの課題を資源

循環型農園という形で先進的な取り組みを行っている。収益性は低い

が、地域の課題解決や教育の場として意義深い。 

 (NPO 法人)くにたち農園の会・㈱農天気は、地域に密着した活動を行

いつつ、一方で都心の参加者などから比較的高額な参加費を得ること

で収益化し、持続可能な事業として展開している。また貸農園だけで

はなく、多様なプログラムや施設を運営しており、事業範囲も広い。  

 （一社）畑会は、SNSなどを駆使した広報により、都心の若い世代へ

のアプローチに成功している。またイベントだけではなく、新規就農

者への支援も行っており、農の担い手の育成にも寄与している。  
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⑧ 交通／ゲーム会社 調査  

１）事業検証の方法について 

ⅰ） 調査１ ゲーム会社ヒアリング調査 

まち歩きイベントの周遊性向上や継続的な事業展開を図るためにどのような連携が可

能か聞き取り調査を行った。 

 

目 的 調査方法 調査項目 

・まち歩きイベントにおける周遊性

向上や継続的な事業展開を図るた

めのヒントを探る 

・謎解きイベントとスタンプラリー

の大手企業を選定 

・対面によるインタビュー形式で聞

き取り実施 

・まちづくりや地域活性化の可能

性／事業費・収益化の工夫／満

足度・リピーターを増やすため

の取組 

 

   ＜ヒアリング対象＞ 

日 時 対 象 選定理由 

９月 26日 大手企業 P社 
全国各地でモバイルスタンプラリー

を展開している。 

９月 30日 大手企業 S社 
地域と連携した謎解きイベントを開

催している。 

 

 

ⅱ）調査２ 交通事業者ヒアリング調査 

まち歩きイベントの周遊性向上のための移動手段としての活用方法、連携方法を明ら

かにするために多摩エリアの交通事業者に聞き取り調査を行った。 

 

目 的 調査方法 調査項目 

・まち歩きイベントの周遊性向

上のための移動手段の活用方

法、連携方法を明らかにする 

・多摩地域でまち歩きイベント

を展開している交通事業者を

選定 

・対面によるインタビュー形式

で聞き取り実施 

・事業概要／広報・募集方法

／周遊イベント・実施の工

夫 

 

   ＜ヒアリング対象＞ 

日時 対象 選定理由 

10月 25日 JR東日本八王子支社 
多摩地域で地元まち歩き団体と連携

した取り組みを実施 

10月 31日 トレックリング（㈲テクノム） 
多摩地域で乗り捨てレンタサイクル

事業／ガイドツアーを実施 
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２） 調査結果 

ⅰ） 調査１ ゲーム会社ヒアリング調査 

   各ゲーム会社のヒアリング結果を以下のとおり取りまとめた。 

 

 謎解きイベント  

大手企業 S社 

モバイルスタンプラリー 

大手企業 P社 

地域活性化事業

としての可能性 

・リアル脱出ゲームや謎解きゲームで

はチェックポイントを必ず設ける

ので、スポットを設けることで周遊

のきっかけ、地域活性の一助になり

うる。 

・店舗等と連携した場合、クーポン等を発

行することによって店と参加者の新し

い接点を演出することができ、地域活

性化に繋がる。 

事業費・収益化

の工夫 

・支出：製作委託費（企画費、キッド

作成等：数千万円）他、収入：参加

者へのキッド販売（数千円） 

・企業協賛：「〇〇の水を買う」という

ミッションをつくり購入したラベ

ルに次の謎をつけて展開すると購

買促進に寄与することが可能 

・支出：製作委託費（告知関連、運営及び

景品関連、システム構築費用：数百万

円） 

・仕様を単純化すれば費用は軽減できる

が、陳腐な事業になる恐れあり。協力

者、協賛者やスポンサーを増やすこと

も重要 

多摩エリアでの

展開 

満足度を高める

／リピーターを

増やすための取

り組み 

・移動の負担が増、集中力が途切れる

ため、広域連携を考えるなら、鉄道

会社やバス会社などとのコラボが

現実的 

・お金を稼ぐ施策ではなく PR という

切り口であれば、多摩の魅力を伝

え、地域の魅力を伝えるきっかけに

つながる。 

・スタンプラリーに参加する際の仕組み

を単純化する。 

・ゲーム性についてもプランニングが非

常に重要。ゲームに参加しながら、より

地域を意識できる企画を立案すること

が大切 

・アニメゆかりの地めぐり等、希少体験が

できるのも効果あり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

POINT! 

 「謎解きイベント」を広域のまち歩きで展開する場合、移動の負担が

大きくなる。鉄道会社やバス会社とコラボするなど、工夫が重要 

 「モバイルスタンプラリー」では通常のスタンプラリーとは異なり、

システム構築費がかかる。協賛者やスポンサーを増やし、初期費用を

抑えることが継続化につながる。 

 成功には魅力あるコンテンツ（企画・テーマ・ストーリー）が不可欠

である。そのためには優秀な人材の参加が鍵となる。 
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 ■ ゲーム会社 ヒアリングまとめ 

 

ⅱ） 調査２ 交通事業者ヒアリング調査 

   各交通事業者からのヒアリング結果を以下のとおり取りまとめた。 

 

 鉄道会社 周遊イベント 

「駅からハイキング」 

JR 東日本八王子支社 

自転車レンタル会社 

ガイドツアー／地域連携イベント 

トレックリング 

イベント概要 ・「駅からハイキング」は、長年全社的に

実施している取組。 

・目的は電車を使ってエリアに来ても

らうこともあるが、地元の人が地元の

いいところを掘り出す、発掘の要素が

強い。 

・まちなかの自転車事業者と連携した

レンタサイクル事業を展開。乗り捨て

が可能なため、周遊につながってい

る。 

・自転車ガイドツアーも実施。人気のコ

ースは「奥多摩むかしみち」。古い建

物や道などをコースに組み込んでい

る。 

対象者 ・未回答 ・40代が多く、男女比は半々。ガイドツ

アーは女性参加が多い。 

募集方法 ・東日本エリアでパンフレットを１冊

作成し、四半期に１回発行。 

・駅と自治体でコースを作成。コースの

範囲は４～１０キロ程度。安全上の確

認ができる場所で、地域の魅力を知っ

てもらえるようなコースを設定して

エントリーいただく。 

・かつては SNS上でイベント日を決めて

集客を募っていたが、AirBnB、公式サ

イトとトリップアドバイザーなどで

ツアーの募集をし、問い合わせがあれ

ば催行するスタイルに変更。２名以上

で催行。 

イベント実施の

工夫点 

・以前は１日限りのイベント型だった

が天候に左右されるため、複数期間で

設定。受付以外はメンテナンスフリ

ー。観光案内所が受付の場合、長期間

設定可能。 

・料金は無料。配布資料は地図だけ。参

加するとカードにポイントがたまり、

ポイント数によって抽選でプレゼン

トがもらえる。 

・観光自転車事業に今後力を入れてい

きたい。乗り捨て自転車の移動が作業

負荷となっている。 

・10月に「CYCLOG in 青梅」が開催。時

間制限制自転車ポイントラリーイベ

ントで、レンタルサイクルの面で協

力。 

 

 

 

 

 

 

 

POINT! 

 自社が持つインフラ（駅、自転車）を利用し、ツアーを展開してい

る。 

 メンテナンスがフリーの場合、事業者の負担が軽減されるため、長期

間開催が可能となり参加しやすい。 

 自転車事業はイベント事業者との連携がし易く、乗り捨て可能なレン

タサイクルを展開する場合、地域を周遊できるようにしている。 
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３） 分析／考察 

■ 魅力的なコンテンツの作成と人材の確保 

若者や家族連れの参加を促すために、「謎解き」やモバイルを使用したゲーム性の高いコ

ンテンツは有効であると思われる。 

ただし成功するかどうかは、いかに魅力的なコンテンツ（企画・テーマ・ストーリー）を

作ることができるかにかかっている。そのためには優秀な人材の参加が不可欠である。ゲ

ーム会社は魅力的なコンテンツを作るプロであるが、委託すれば制作費が上がってしまう。

大学生や地域の有志など、柔軟で多様な人材を巻きこんでコンテンツ作りをすることがキ

ーとなってくる。 

 

■ 広告・協賛など多様な収益化の工夫 

広報用のパンフレット制作費など基本的な経費の他、ゲーム的なコンテンツを展開する

ためには、システム開発費やキッド制作費などの費用も必要となる。参加費の高価格化を

防ぐためにも、スポンサーを募ったり、ゲーム内に広告を盛り込んだりと多様な収益化の

工夫をしていかなければならない。 

 

■ 交通事業者との連携による広域連携／周遊の促進 

交通事業者との連携により遠方からの広範囲からの集客が可能である。日常の利用者に

対してもイベントを訴求することができ、交通事業者としては利用促進につながる。 

また、まち歩きイベントとフリーパスや自転車の乗り捨てなどを組み合わせることで、

行動範囲が広がり、周遊促進につながることが期待できる。 

鉄道やバス、自転車等は移動手段としての機能だけではなく、観光自体が楽しめる周遊

ツールとして位置づけることで参加者の満足度は変わる。 

 

■ 事業負担軽減によるまち歩き事業の継続的展開 

交通事業者との連携によるまち歩きイベントは、交通手段の利用者を増やすためにも長

期間の開催が望ましいといえる。メンテナンスフリーなど、運営側の負荷を少なくするこ

とで長期での開催が可能となる。 
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（４）今後の取組に向けて 

① 課題の整理 

各調査結果をもとに、分析／考察を行い、以下のとおり課題の整理を行った。 

目指すべき姿に向けて、導き出された課題に対し効果的に解決するための優先的施策と

なる「アクションプラン」とブラッシュアップに向けて各団体・個人の取り組みを支援す

る「対応ツール」を制作した。 

 

 

 

アクションプランは「Act.01 “映え写真”による魅力の見える化事業」「Act.02 スト

ーリー・トリップ事業」「Act.03 多摩地域まち歩きコンペティション事業」「Act.04 農の

資源を活かした多摩のアグリツーリズム育成事業」の４つの事業を提案。 

対応ツールは「対応ツール.01 ブランド化・コミュニケーションツール」、「対応ツー

ル.02 パターン別まち歩きイベント」「対応ツール.03 イベントガイドライン（アグリツ

ーリズム編）」の３種を制作し、対象、目的に応じて使い分けるようにした。（詳細は資料編

に掲載Ｐ128参照） 
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② アクションプラン 

１） Act.01 “映え写真”による魅力の見える化事業  

 

多摩地域の魅力発信    多世代に向けたまち歩き事業の認知度向上 

 

■ 目的 

多摩地域の魅力発信、多世代に向けたまち歩

き事業の認知度向上を目指し、“映え写真”に

よる魅力の見える化事業を行う。 

これまで多摩の魅力が伝わっていなかった

層に、SNS 映えする魅力的な写真で、個の体験

をシェアすることで、多摩の多様な自然や文

化、暮らしを伝え、多摩を知ってもらう。 

写真を活用することで、言葉を理解できない

外国人にも多摩を伝えることが可能であり、イ

ンバウンドを取り込むことも想定する。 

ここで収集した写真と Act.02 ストーリー・

トリップ事業を連動（例えば、各写真をクリッ

クするとまち歩きのイベントを案内する等）さ

せることにより、写真による「多摩を知る」か

ら、まち歩きによる「多摩を訪れる」に橋渡し

を行う。 

 

■ 取組内容 

ユーザー参加型で、個の体験を共有できる写真収集システムを構築する。 

具体的には、まずは①フォトコンテストで写真の量を確保し、②魅力の見える化事業を

通して、多摩の魅力を伝える持続的なプラットフォームを構築する。 

 

事業名称 取組内容 

①フォトコンテスト ・スタートアップ段階は、多摩フォトコンテストとして、一定量の写真

の収集を行う。（参考事例：東京カメラ部のシステム） 

②魅力の見える化事業 ・多摩にきた人や、まち歩きに参加した人が撮影した写真やストーリー

にハッシュタグ“＃たまウォーク“をつけて SNS でシェアしてもら

い、 SNS 映えする写真を事務局でセレクトし、専用サイトで情報発

信に活用する。 
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■ 体制 

 

■ 事業期間 

 

 

【参考】写真を活用して地域活性化を図る「東京カメラ部」（出典：東京カメラ部サイト） 

 

 

 

 

広域連携組織 事務局 市町村 

①フォト 

コンテスト 

②魅力の 

見える化 

モデル事業 

コンテスト 
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２） Act.02 ストーリー・トリップ事業   

 

企画力のある人材発掘／育成    広域連携まち歩き事業の促進 

 

■ 目的 

企画力のある人材発掘／育成、広域連携

まち歩き事業の促進を目指し、ストーリ

ー・トリップ事業を行う。まち歩きを通し

て、多様な自然や文化、暮らしを学ぶだけ

でなく、共感できるストーリー（物語）と

して体験する小旅行（トリップ）を展開す

ることで多摩を訪れる人や、ファンの拡大

を目指す。 

このため、ストーリートリップを展開す

るため、地域資源をストーリ化できる人材

育成「まち歩きキュレーター育成」と、広

域的まち歩きの魅力を発信する「広域モデ

ルまち歩き事業」を実施する。 

 

■ 取組内容 

多摩地域には行政や観光協会とは別に、独自のまちあるきのプロデュースを行い、魅力

的なまち歩きを行っている人材も多いため、こうしたまち歩きの担い手を発掘し、地域全

体をミュージアムとしてキュレーションする、まち歩きコーディネータ―人材を育成する

プログラム（まち歩きキュレーター育成事業）を実施する。 

まち歩きの可能性を体験し、多摩地域全体に拡げる取組みとして、一流のまち歩きキュ

レーターがプロデュースする、テーマ性を持った広域モデルまち歩き事業を実施する。 

 

事業名称 取組内容 

①まち歩きキュレータ

ー育成事業 

・多摩地域の大学、観光協会と連携し、まち歩き事業のマネジメントを

担う研修プログラムを実施する。 

②広域モデルまち歩き

事業 

・テーマ性を持った広域的なモデル的まち歩き事業を実施し、まち歩き

の広域化による、まち歩きの魅力化、品質向上を図る。 
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■ 体制 

 

 

■ 事業期間 

 

 

 

■ 参考：広域モデルまち歩き事業におけるまち歩きルートの開発例 

まち歩きのストーリーづけを行い、ローカルストーリーを体験するまち歩きを進め、多

摩地域の魅力を広く発信を行うという観点から、ガイドとなる人材や地域資源をリサーチ

し検討する作業を行った。 

 

＜まち歩きタイプについて＞ 

本事業で検討しているまち歩きは、収益性を考慮するため、まち歩きマップを作成・配

布は対象外とし、ガイドが案内するものを基本とする。 

ガイド付きまち歩きのタイプとしては、まち歩きコース全体をガイドが随行するもの、

各資源のガイドをつなぎ合わせてまち歩きコースを設定するものがあげられる。また、ま

ち歩きのガイドはつかないものの、スタンプラリー等のイベントや、ポケモンＧＯのよう

に位置情報とスマートフォンアプリを組合せたゲーム要素があるものなど、今後、まち歩

きと融合していく可能性もある。 

以上から、本事業で対象とするまち歩きは以下の 3タイプとする。 

 

 

広域連携組織/市町村 市民・大学・ＮＰＯ 事務局 

①まち歩き 

キュレーター 

育成事業 

②広域モデル 

まち歩き事業 
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まち歩きタイプ ガイドの有無 内容 

A：アテンド型 
有り 

（随行ガイド） 
まち歩きコース全体をガイドが随行するもの 

B：コネクト型 
有り 

（ポイントガイド） 

各資源で案内するガイドをつなぎ合わせてまち歩

きコースを設定するもの 

C：イベント型 無し 
まち歩きと親和性の高いスタンプラリー等のイベ

ントや新たな技術を用いたもの 

  

 

＜エリア別のまち歩きテーマと内容について＞ 

鈴木俊彦氏（（一社）武蔵野コッツウォルズ代表理事）並びに小澤一雄氏（（NPO法人）

フジの森理事）等へのヒアリング結果を踏まえ、多摩地域の魅力を発信するための拡がり

を、北多摩地域、南多摩地域、西多摩地域に分け、それぞれの特徴を踏まえたまち歩きタ

イプと組み合わせ、下記のようなまち歩きモデルを設定した。 

 

地 域 テーマ と 内 容 

北多摩地域 
テーマ 連携・重層的地域体験 

内 容 コネクト型の多様なまち歩きプログラムの連携展開（NPO等の連携） 

南多摩地域 
テーマ 滞在的地域体験 

内 容 農泊・民泊を組み込んだ、イベント型、アテンド型のまち歩きの連携展開 

西多摩地域 
テーマ 全季節型地域体験 

内 容 イベント型を軸に西多摩地域全体で全季節対応のまち歩きを連携展開 
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＜ローカルストーリーを体験するまち歩きの検討手順＞ 

 

手 順 内 容 

１ 調査 ・地域資源、地域資源、キュレーションの担い手を洗い出す。 

２ ストーリー付け ・１～２時間を基本的単位として、まち歩き体験するシーンをス

トーリー付けする。 

・人と場所と時間の組み合わせを検討する。 

３ 移動・交通条件

の整理 

・近隣に迷惑のかからないアクセスを選定する。 

・関係者への事前周知をおこなう。 

・代替アクセスを把握する。 

４ 収支の検討 ・各回の収支の均衡と必要資金の調達を行う。 

５ 催行 ・アテンド人材の確保、会計、アンケートの準備をする。 

６ 振り返り ・実施結果のフィードバックを行い、反映する。 

 

 

 ■ 三多摩地域におけるまち歩きモデルの開発 

 

 

 

背 景 ・NPOなどのまち歩きを担う組織が多く存在する。 

・多様なカルチャーを育む、魅力的まち歩きプログラム展開も進展しつつ

ある。 

目的と効果 ・NPOなどのまち歩き主体をネットワーク化することで、文化・自然・芸

術・歴史の重層的な体験を求める新しいまち歩きマーケットの開拓を目

指す。 

  

〇 緑+芸術： 芸術系大学と連携しイベント 

〇 緑+自然： 自然環境保全 NPO と連携した生態系観察・体験 

〇 緑+文化： ジブリなどのアニメや文学と連携した体験学習 

 

・沿線の各団体に呼びかけ、２か年かけて、２年に１回、一月の連携まち

歩きプログラムを実施 

内  容 ・北多摩地域の軸となる、玉川上水や国分寺崖線の沿いの地域を歩きなが

ら、それぞれの地域の文学風景体験、アニメシーン体験、音楽曲の風景

体験など、各地域の魅力を語る語り部がガイドする街歩きプログラムを

連携展開する。 

・沿線の各団体に呼びかけ、実行委員会を立ち上げ、街歩きの共通メッセ

ージを設定、沿線の各団体が街歩きプログラムを企画・実施し、街歩き

北多摩地域のまち歩きモデル：玉川上水歩きビエンナーレ  
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月間を設け、玉川上水や国分寺崖線の沿いの連携まち歩きプログラムを

実施する。 

・アートイベントのように、地域連携した街歩きを見える化、街歩き団体

が相互に刺激しあい、街歩きプログラムの魅力化を促進する。 

実施体制 ・沿線で活動拠点となる公園・緑地管理組織と NPO、沿線観光協会からな

る実行委員会 

・商工会・企業との連携も検討 

 

 

 

 

背 景 ・新市街地と農村集落がスプール状に広がる地域であり、まち歩きの高尾

山などの、人気観光地もある。 

・住民が地域への関心を高め、南多摩地域の魅力を深く知る機会となるま

ち歩きの展開が求められている。 

目的と効果 ・空家などを活用した民泊・農泊と地域の魅力を体験するグリーンツーリ

ズムの連携展開を図ることで地域の魅力を知り、住民の郷土愛を高め、

持続可能な地域形成を支える。  

内 容 ・農泊・民泊拠点を登録し、これとまち歩きガイドプログラムをマッチン

グさせることで、地域観光プログラムを連携展開する。 

〇農泊を核としたアグリツーリズム 

 後継者の居ない農家の空き家・空き部屋を活用した魅力的なアグリツー

リズムプログラムの連携展開 

〇民泊を核とした水と緑の自然体験 

南多摩地域のまち歩きモデル 南多摩アグリツーリズム 
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 グリーンツーリズムの連携展開 

【ツアーのモデルイメージ】 

 １泊２日(２万円）/月 10 名 ガイド２名  

実施体制 ・商工会、沿線交通事業者、JA、観光協会、まちづくり組織の協働事業と

して実施 

・核となる事業者を事務局として事業を展開 

                        

 南多摩アグリツーリズム展開のイメージ  

 

＊下記は、テーマ設定例 

アテンド型まち歩き 

（アグリツーリズム） 

農業・林業体験など、地域のアグリカルチャーを体験

する、ガイド付きまち歩き 

アテンド型まち歩き 

（グリーンツーリズム） 

森林や渓流などの自然資源を体験する、ガイド付き

まち歩き 

 

 

 

背 景 ・秩父多摩甲斐国立公園の東部を形成する地域を含み、山岳部のトレッキ

ングの玄関口である。 

・季節による来訪者数の変動が大きいことから、全季節での観光まち歩き

を進めることで、西多摩地域全体で観光客の来訪のオールシーズン化を

図ることが求められている。 

目的と効果 ・トレッキングやランニング、サイクリングなどとイベントを組み合わせ

通年型でのまち・やま歩きを展開を図ることで、地域の魅力体験をする

多様な観光事業の立ち上げを目指す。  

内 容 ・西多摩地域で実施されるまち歩きやイベントを通年でつなぐ、西多摩シ

ーズンプログラムを展開する。 

〇西多摩歳時記マップを活用したスタンプラリーの実施（スタンプラリー

の達成者には地場産品+フォトブックを提供） 

 

西多摩地域のまち歩きモデル 西多摩通年まち・やま歩きプログラム 
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〇西多摩フォトジェニックサイトによる情報発信 

〇WEBを活用した、西多摩メガ日記 (スタンプラリー参加者が西多摩の魅

力を発信）の構築  

実施体制 ・観光協会、商工会、ツアー等のガイド、まちづくり組織の協働事業とし

て実施 

・核となる事業者を事務局として事業を展開 

 

 

 

西多摩通年まち・やま歩きプログラムのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 



66 

 

 ３） Act.03 多摩地域まち歩きコンペティション事業 

 

まち歩きイベント／団体の品質向上   多摩エリアのまち歩き団体の活性化 

 

 ■ 目的 

個々のまち歩き団体の意欲や品質の

向上、多摩エリアのまち歩き団体の活

性化を図るためには、それぞれのまち

歩きの取り組みを学び、客観的な評価

や課題の把握が必要である。そのた

め、魅力的なまち歩き企画の発掘や支

援をすることを目的に、「まち歩きコン

ペティション」事業を実施する。 

様々なまち歩きをネットワーク化

し、多摩の多様な自然や文化、暮らし

を伝える多摩まち歩きの連携展開を図

る「まち歩きキュレーター育成」と連

携することで、一過性のイベントでは

なく継続的な多摩のまち歩き育成につ

なげていく。 

 

■ 取組内容 

まち歩きコーディネーター人材、観光協会などと協力して、街歩きキュレーター育成事

業とまち歩きコンペティション事業を実施する。 

 

事業名称 取組内容 

①多摩まち歩きコンペ

ティション事業 

・まち歩きの実践者が情報交換・交流を行い、まち歩きの品質向上を図

るため、多摩地域内外から多摩地域のまち歩き事業の実施提案を受

けつけ、テーマごとに優れたまち歩き事業提案を顕彰・支援し、選定

されたまち歩き事業の実施支援を行う。 

・年 1 回の顕彰に併せて、まち歩きの実践者・団体・支援組織（観光

協会、交通事業者）が集い、交流を行うイベントを実施する 
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■ 体制 

 

■ 事業期間 

 

【参考】 海外における類似事例（タイディタウンコンペティション/アイルランド） 

・きれいで魅力的なまちを称えるアイデアコンテストで、住民グループのまちづくりに関する取組みやアイデ

アをコンテスト形式で募集し、ユニークなものについて表彰 

・地域の人たちのまちづくりへの関心が向上することで郷土への愛着を促すしかけにつながっている。運動の

効果、国内に安全できれいなまちが増加するなどの効果が表れている。 

 

ポイント 効  果 

コンテスト形式の

採用 

・地元愛に火をつけ、それぞれの地域でよくしていこうと相乗効果がおこる 

まちづくり分野 ・近隣の人と知り合い、協力するきっかけづくりとなる 

・評価ポイントとして、自治体、諸機関、企業、学校等がパートナーシップを構

築して取り組むことが掲げられており、地域連携につながりやすい 

イベントとしての

展開 

・メディアとしての露出が増え、賞金や TV 番組での紹介等により楽しい活動と

して認知度が向上 

専門家による審査

と講評 

・誰にでも分かりやすい身近な取組に対して、専門家による客観的な審査により

定量的に評価（採点）  

・改善点や取り組みへの評価と課題がわかり、次につながる 

・結果が目に見えやすく、人々にとって取り組みやすい運動  

民間企業のスポン

サード 

・社会的な新たな課題に対して項目を順次追加が可能 

・様々な賞に様々なスポンサー企業がつくことで、事業の継続性につなげていく

ことができる 

参考：村格・都市格の形成（郷土への誇りを育てるまちづくり）に向けた推進方策調査報告書(H19,国土交通

省)をもとに作成 

 

広域連携組織/市町村 市民・大学・ＮＰＯ 事務局 

①多摩まち歩き 

コンペティション

事業 
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４） Act.04  農の資源を活かした多摩のアグリツーリズム育成事業  

 

 コンテンツ情報の共有と活用       農のプログラムづくりの促進 

 

■ 目的 

これまで多摩地域では、行政等による市民理

解のための農ウォークやマルシェ、民間による

暮らしに多様な農体験活動が個々に取組まれ

ているものの、全体としては多摩の農が有する

潜在的な魅力をさらに発揮する余地があると

考えられる。 

このため、農に関わる潜在的な資源を掘り起

こして共有のものにするとともに、モデルとな

る「多摩地域アグリツーリズム」事業の実施に

より底辺を広げていく。 

 

■ 取組内容 

官民連携でアグリツーリズムを育成するため、地域資源の共有化と企画力のある団体に

よりモデル事業を実施する。 

 

事業名称 取組内容 

①農のコンテンツに係

る地域資源の共有化 

・スタートアップ段階は、官民で協力するための土台作りとして

自治体の地域資源情報を収集し共有化を図る。 

②モデル事業 ・多摩地域における農のイベントを企画力のある地域の団体に

より地域資源を取り込んだモデル事業を実施し、潜在ニーズの

さらなる掘り起こしを行う。次年度より各地で複数の事業を連

携させながら多摩のアグリツーリズムの底辺を拡大させてい

く。 
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■ 体制 

 

■ 事業期間 

 

 

 

 

 

 

  

市町村 広域連携組織 事務局 

①農の資源情報

の共有 

②農の資源を 

活かした 

アグリ 

ツーリズム 

モデル事業 
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５）アクションプラン（案）に対する意見・感想  

第６回ワーキングにおいて、アクションプラン（案）を提案した。WG 参加者からは以下

の意見、感想があった。 

 

 

③ ワークショップ モデルとなる広域まち歩きプログラムの企画   

第６回ワーキングでは、制作した対応ツールなどを活用し、キュレーション（企画・調整

力）人材の効用と可能性について学ぶため、多摩地域を便宜的に 4 つのエリアに分け、実

現可能性を度外視した、人を呼び込む応報まち歩きプログラムの企画を実体験するワーク

ショップを行った。 
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チーム テーマ 参加自治体 

A チーム 広域農ウォーク 
東大和市、清瀬市、羽村市、東村山市（事務

局） 

B チーム 
広域まち歩きモデル 

(地形を活かした連携展開モデル） 

立川市、三鷹市、国分寺市、国立市、武蔵村

山市（事務局） 

C チーム 
広域まち歩きモデル 

(まち歩き+宿泊体験モデル) 
八王子市、日野市、町田市（事務局） 

D チーム 
広域まち歩きモデル 

(通年ビジットモデル) 
青梅市、昭島市、福生市（事務局） 

 

   各チームで提案した広域連携まち歩きプログラムは以下のとおり。 

  

 

  

 

例）三鷹事件、３億円事件、砂川事件、マンション訴訟、心霊スポット 
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ワークショップ参加者からは、「最初から条件や制約を設けないことでアイデアが膨

らむ」、「行政主催だとどうしても固い内容になってしまう」等の意見・感想が聞かれ

た。こういった実践を行い、多くのアイデアを出しながら議論を進めることで、柔軟な

発想や様々な切り口による企画の立案につながる。 

 

 

 

 

ひの「御用改めツアー」（新選組故郷で不逞浪士を探す）、 
ちょっと大人な昔遊び（若者世代向けの歴史と産業体験）など 
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４  デジタルマーケティングの実証 

（１）デジタルマーケティングの全体像 

近年、世界中でインターネットの利用が拡大しており、これにあわせて様々な産業分野で

デジタル化が進んでいる。デジタル化が進むと効率的なコミュニケーションが可能となり、

データ収集が容易となる。また、データが蓄積されて分析できるようになると、実績データ

に基づく客観的な判断に基づいた PDCAの仕組みを導入することで、施策の効果最大化や効率

化が図れる。 

このようなデジタル化の利点を取り入れたデジタルマーケティングを観光プロモーション

に導入することで、これまで勘と経験と度胸に頼っていた状態から脱却し、効率的かつ効果

的に訴求できるようになる。そこで、デジタルマーケティング検討部会では、次の①～③の

取組を行い、平成 30年度の検討で提案された「多摩版観光情報 WEB」の実証を行った。 

 

① 特設サイト「まるごと！多摩コレクション」の開設と閲覧データの収集 

多摩地域でイベント情報サイトを運営している事業者の既存サイトを活用して特設サイ

トを制作。検討部会参加者に対してイチオシコンテンツを募集し、特設サイト内に掲載。

多摩地域の魅力を一元的に発信し、サイト閲覧情報の収集を行った。 

 

② 多様なプロモーション施策 

特設サイトへ誘客を進めるにあたり、効果的な訴求方法を検証するために、デジタルと

リアルを活用した複合的な訴求を行った。WEB での PRを行うデジタルメディアでは、ター

ゲット広告の活用や顧客基盤を保有しているパートナー企業の WEB サイトからの送客施策

を実施した。チラシやポスター等によるリアルメディアでは、チラシ等の印刷媒体から QR

コードや検索ワードを用いて特設サイトへ誘客した。これらのプロモーション施策から送

客実績データを収集した。 

 

③ 特設サイトの閲覧データの分析 

特設サイトへの流入経路やサイト内コンテンツの閲覧情報、閲覧者の属性情報等を分析

し、多摩地域の観光情報を求めて特設サイトに訪れる人の属性や興味関心の傾向を明らか

にした。あわせて、訴求方法の比較から効果的な訴求方法等を考察した。 

 

 

 

 

上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬

デジタルマーケ
ティング実証の
スケジュール

11月 12月 1月
2019年度

6月 7月 8月 9月 10月

①特設サイト開設・データ収集

③ 分析

基本仕様検討 素材集約 コーディング

②協力サイト＆チラシ訴求

②ターゲット広告

テスト期間（訴求なし）

令和元年度 
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（２）特設サイトの制作 

① 概要 

デジタルマーケティング用の分析基盤として、特設サイト「まるごと!多摩コレクション」

を制作した。各地域のイチオシコンテンツを新規募集し、計 29のコンテンツを掲載。 

平成 30年度までの検討を踏まえ、多摩地域の観光情報サイト「イマ de×タマ」を運営す

る（株）グッドライフ多摩に制作の協力を得て、各イチオシコンテンツと関連性のある既

存コンテンツを合わせて訴求できる仕様とした。 

 

② 特設サイトイメージ、構成図 

特設サイトのイメージ画像、およびサイト構成図は以下のとおり。 

多摩全体のコンテンツが掲載されたサイトであることが伝わるよう、WG メンバーの意見

も参考に「まるごと！多摩コレクション」というサイト名とし、デザインも地域のイチオ

シコンテンツ画像を使った。 

 

 

また、29 のコンテンツを見やすく伝えるため、「まち歩き」「アクティビティ」「グルメ」

「農」の４カテゴリを設定し、その配下に各地域のイチオシコンテンツ詳細ページを並べ

るよう構成した。当初は申込を伴うコンテンツを掲載することで、お客様の行動まで検証

する計画だったが、ヒアリングの結果、地域によっては申込型のコンテンツを持っていな

かったため、今回の実証では申込有無は問わずに掲載した。 
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・特設サイト構成図 
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③ 掲載コンテンツ 

  実際に掲載したコンテンツは以下のとおり。 

・掲載コンテンツ一覧 

 

 

・掲載例 

 

上記の画像をクリックすると、それぞれのツアーのページにリンクすることができる。 

八王子市 高尾山ハイキングツアー

立川市 たちかわまちの案内人オリジナルツアー

武蔵野市 むさしのまち歩き　戦争遺跡を訪ねる平和散策コース

三鷹市 ｢太宰が生きたまち、三鷹」定例ガイドツアー

青梅市 青梅御岳渓谷紅葉のライトアップ

府中市 アートクレイシルバーを使ったシルバーアクセサリーづくり体験

昭島市 あきしま町あるき

調布市 第35回調布七福神めぐり

町田市 町田時代祭り2019

小金井市 まちなか観光案内「キウイ狩りに行ってみよう！」

小平市 小平まち巡り

日野市 JOURNEY TO SAMURAI TOWN, HINO, TOKYO

東村山市 豊島屋酒造　酒蔵見学

国分寺市 「こくベジのじかん」クリスマス･マルシェ2019

国立市 春うらら国立・立川さくらウォーキング

福生市 くるみるガイドツアー

東大和市 第８回ひがしやまとスイーツウォーキング

清瀬市 今夜きよせがうまい！　きよせ街バル

東久留米市 令和元年度　ダイヤモンド富士東久留米

武蔵村山市 ムサブラ体験モニターツアー

稲城市 みかん狩りウォーキングツアー

あきる野市 秋川渓谷観光ボランティアガイド

西東京市 西東京市の一店逸品

瑞穂町 東京都瑞穂町フォトコンテスト２０１９

日の出町 いもほり収穫体験

檜原村 農業交流イベント

奥多摩町 奥多摩セラピーウォーク
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（３）特設サイトの訴求施策 

 多摩地域にとって有効な訴求手法を検証するため、次のとおりデジタルメディアと印刷媒

体を組み合わせた訴求を実施し、特設サイトへ誘引した。 

 

区分 主な訴求方法 

① デジタル １) WEBターゲット広告 

２）記事広告、特集記事 

３）SNS 

② 印刷媒体 １）観光パンフレット 

２）TV ガイド誌同封チラシ 

３）広報たまちいき 

 

 それぞれの施策概要と結果は以下のとおり。 

① デジタル 

１）WEBターゲット広告 

【概要】     WEB上での広告を使ったデジタルマーケティング分析に向けた特設 WEB サイ

トへの誘引 

【実施時期】 令和元年 11月１日～11月 30日 

【配信対象】 居住地：東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県、年代：20代～50 代 

【出稿媒体】 

 Yahoo!ディスプレイ広告 

 Yahoo!インフィード広告 

 Twitterプロモツイート広告 

【実績】 

 

【出稿バナー広告のデザイン（例）】 

 

メディア 広告種別 デバイス 広告表示回数 クリック数

Yahoo! ディスプレイ スマホ/PC 5,485,643 7,617

Yahoo! インフィード スマホ 4,210,090 3,873

Twitter プロモツイート スマホ/PC 1,451,255 7,399

11,146,988 18,889合計
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２）記事広告及び特集記事による訴求 

 ⅰ） スポーツ好きなランナー向け訴求 

【概要】 

 日頃より多摩を走り、その魅力を語ることのできる多摩在住ランナー５名の座談会

形式で５名それぞれの多摩地域のおすすめコースを紹介 

 有名な青梅マラソンのコースから、地元住民ならではの知る人ぞ知るコースまで紹

介 

 人気スポット川苔山の百尋ノ滝（ひゃくひろのたき）の紹介や、ケーキや蕎麦などを

食べられる食事処、泉質が抜群な温泉など近隣施設の魅力も紹介 

（Ｐ108-109に関連する内容の掲載有） 

【実施時期】令和元年 10 月 18日より公開 

【媒体】 Runtrip Magazine 

【記事名】なぜ多摩地域はランと相性がいい? 多摩在住ランナー５人が語る 

https://mg.runtrip.jp/archives/51045 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【アクセス実績（集計期間：令和元年 10月 18日～12月 13日）】 

 閲覧回数 ： 6,568回 

 

 

 

 

 

 

 

 

ターゲット

広告の 

POINT! 

 特設サイトへのアクセス増に即効性があった。 

 データ分析や属性を絞り込んだ訴求が可能である。 

※分析結果の詳細は（４）デジタルマーケティングの結果に記載 
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【読者属性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⅱ）食材へのこだわりを持った農関心層への訴求 

【概要】農作物へのこだわりや関心のある顧客基盤を保有する「食べチョク」サイト上に

多摩地域農作物の特集ページを制作 

【実施時期】令和元年 10 月 18日より公開 

【媒体】 食べチョク 

【記事名】東京都内の直接お取り寄せできる農家さんまとめ 

https://www.tabechoku.com/feature_articles/tokyo-tama 

 

【アクセス実績（集計期間：令和元年 10月 18日～12 月５日）】 

 閲覧回数 ： 283 回 

 

 

 

 

 

 

 

性別 居住地 
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【読者属性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⅲ）ハンドメイド作品好きのオシャレ関心層への訴求 

【概要】 

ハンドメイド等に関心のある顧客基盤を保有する Creemaブログ上に、まるごと多摩マ

ルシェの概要や会場案内、出展作家やスタンプラリー企画等を紹介する特集ページを制

作 

【実施時期】令和元年 11 月 22日より公開 

【媒体】 Creema 

【記事名】まるごと多摩マルシェの楽しみ方 

https://www.creema.jp/blog/944/detail 

 

 

【アクセス実績（集計期間：令和元年 11月 22日～12月３日）】 

 閲覧回数 ： 5,241回 

 

 

記事広告の 

POINT! 

 記事広告だけではなく、SNSアカウントやメルマガ等を通じた告知を

組み合わせた訴求により継続的な閲覧に繋がる。 

 特定分野に強い興味関心を持った顧客層へのアプローチ時に有効 

性別 居住地 
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３）SNS 

【概要】 

約 100 万人のフォロワー数を有する au 公式 Facebook アカウントで、まるごと多摩マ

ルシェ開催の告知を投稿 

【実施時期】令和元年 11 月 22日より公開 

【媒体】 au公式 Facebook 

 

【アクセス実績】 

 インプレッション(表示回数) ： 93,090 回 

 詳細クリック数       ：  1,344 回 

 反響（いいね数）      ：   238 回 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

SNS活用の 

POINT! 
フォロワー数が多いアカウントと連携すると露出増を図りやすい。 
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②印刷媒体 

１）観光パンフレット 

【概要】 特設サイトで整理した各地域のイチオシコンテンツ情報を基に、観光パンフ

レットとして紙媒体で制作 

【配布時期、場所】 令和元年８月頃、各地域の観光案内所等 

【サンプル】 

 

Ａ４版 7ページで構成したまち歩きコースを案内したパンフレットで 

WEBにも同様のものを制作し、掲載した。 
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２）TVガイド誌同封チラシ 

【概要】 

23区、多摩地域住民へマルシェ開催を訴求するため、J:COM 東京エリア約 43万世帯 

向けの TVガイド誌にまるごと多摩マルシェのチラシを封入 

【実施時期】令和元年 10月下旬  

【配布先、部数】 

【内容】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配布エリア 部数

府中市 37,100

小金井市、国分寺市 33,000

小平市、東村山市、清瀬市、東久留米市、西東京市 80,000

調布市、世田谷区（一部/京王線沿線） 41,100

世田谷区（一部/小田急線沿線）、狛江市 30,900

八王子市・あきる野市の一部・日の出町の一部 42,400

日野市・八王子市の一部・多摩市の一部 20,900

立川市・国立市・昭島市・東大和市・武蔵村山市 44,800

三鷹市・武蔵野市 34,200

町田市（一部地域除く）、川崎市多摩区、麻生区、横浜市青葉

区（一部）、相模原市（一部）、稲城市（一部）
62,800

合計 427,200

チラシを封入した番組ガイド誌 

（J:COMマガジン 11月号）表紙 
封入チラシ 
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３）広報たまちいき 

【概要】 

多摩地域住民へマルシェ開催を訴求するため、域内の駅などに設置される広報たま

ちいきに広告出稿 

【実施時期】令和元年 10月下旬  

【内容】 

 

 
 

 

 

 

  

印刷媒体の 

POINT! 

・チラシ持参でマルシェに来場される方も確認できるなど、配布数により

一定の効果が見られた。 

・紙媒体のため、効果を測定しづらい点が課題である。 

出稿した地域誌 

（広報たまちいき 11月号）表紙 
出稿デザイン 
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（４）デジタルマーケティングの結果 

①デジタルマーケティングの概要 

 １）取組概要 

ⅰ） スケジュールについて 

令和元年８月 31 日に特設サイトを公開し、11月末まで多様な手段による訴求を実施。

特設サイト上でデータを取得し、訴求効果を分析した。 

 

※情報発信のため、特設サイトはデジタルマーケティング事業への参加自治体からの要

望もあり令和元年 12月～令和２年３月まで公開 

 

ⅱ） 取組ステップ 

デジタルマーケティングの取組ステップとしては、以下の STEP にて実施 

STEP１ 特設サイトを公開のみ（PR施策は実施しない。） 

STEP２ 協力会社での PRを実施し、特設サイトへの流入を促進させる。 

STEP３ ターゲット広告配信を実施し、多数のユーザー流入を狙う。 

 

 

２）分析項目 

デジタルマーケティング施策の結果を以下の項目にて分析を実施 

分析項目 

ユーザー属性 

特設サイトへの流入経路 

ユーザーの興味関心 

特設サイト内の各自治体コンテンツページ閲覧状況 
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 ② ユーザー属性の分析結果 

１）ユーザー属性：全期間（令和元年８月 31日～11月 30日） 

特設サイトに流入のあった、全期間を対象としたユーザー属性は以下のとおりの結果

となった。（ユーザー数、閲覧回数、年齢、性別、平均滞在時間、使用端末、居住地を抽

出）ユーザーの特徴は、20-40代男女（特に女性）の訪問が多く、閲覧時の使用端末はス

マホが約 90％となり、居住地は、東京都 23 区や首都圏近郊の訪問が多い結果となった。 

 
２）ユーザー属性：STEP1（８月 31日～10月 17日） 

特設サイトの PR 施策の未実施期間のため、本事業に関わる自治体職員等の訪問が多

かったと想定される。そのため、他の期間と比べ PC からの閲覧も多い結果となった。居

住地については東京都、神奈川県居住のユーザーが多く見られた。 

 

 

使用端末

スマホ=88％

PC=10％

タブレット=2％

ユーザー属性について

15,188

30,862

47秒

居住地

ユーザ数

閲覧回数

平均
滞在時間

特設サイトの運用結果(８月31日-10月17日)

性別

使用端末

スマホ=60％

PC=35％

タブレット=5％

ユーザ数 741

閲覧回数 3,877

平均
滞在時間

3分09秒

年齢

居住地

45

%
55

%

男性 女性

5%

20%

28%

9%

2%

18-24歳

25-34歳

35-44歳

45-54歳

55-64歳

65歳以上

27% 52% 16% 3%

1%

20%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

東京都（多摩地域） 東京都（23区） 神奈川県 埼玉県 千葉県 その他

アクセスした人の性別、年齢層を面積比で表したもの 
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３）ユーザー属性：STEP2（10月 18日～10月 31日） 

ユーザー数、閲覧回数、年齢層や男女比率には大きな変化は見られないが、居住地につ

いては、協力会社である J:COMが発行するテレビ情報冊子での PR効果が高く、多摩地域

の居住者の割合が増加する結果となった。 

 

４）ユーザー属性：STEP3（11月１日～11月 30日） 

ターゲット広告が有効に働き、ユーザー数、閲覧回数が大きく伸びる結果となった。ま

た、ターゲット広告の出稿地域を、首都圏近郊に居住の方に設定していたため、多摩地域

までの訪問アクセスが良い、東京近郊や神奈川居住のユーザーからの流入が多い結果と

なった。 

 

 

 

特設サイトの運用結果(10月18日-10月31日)

居住地

性別 年齢

5%

27%

37%

22%

5% 4%

18-24歳

25-34歳

35-44歳

45-54歳

55-64歳

65歳以上38%

62%

男性 女性

使用端末

スマホ=75％

PC=22％

タブレット=3％

761

1,860

1分13秒

40% 31% 16% 3%

1%

10%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

東京都（多摩地域） 東京都（23区） 神奈川県 埼玉県 千葉県 その他

ユーザ数

閲覧回数

平均
滞在時間

特設サイトの運用結果(11月１日-11月30日)

居住地

性別 年齢

7%

24%

36%

20%

9%
5%

18-24歳

25-34歳

35-44歳

45-54歳

55-64歳

65歳以上

使用端末

スマホ=90％

PC=8％

タブレット=2％

13,757

25,125

34秒

49%

51%

男性 女性

15% 39% 20% 6% 4% 15%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

東京都（多摩地域） 東京都（23区） 神奈川県 埼玉県 千葉県 その他

ユーザ数

閲覧回数

平均
滞在時間
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③ 特設サイトへの流入経路およびユーザーの興味関心の分析結果 

１）ユーザー流入経路、居住地別クリックスルーレート分析 

ユーザーがどのような経路で、特設サイトに流入したか分析。流入経路を、検索（Google

検索、Yahoo!検索等）、ダイレクト（お気に入りからの流入や URL 直接入力）、協力会社

の PR、自治体・観光協会サイト、SNS（Facebook、Twitter等）、ターゲット広告に区分し

たところ、ターゲット広告からの流入が大半を占める結果となった。また、居住地別クリ

ックスルーレートは、多摩地域のアクセスが良い地域である、東京都と神奈川県での数

値が高い結果となった。 

 

 

２）ターゲット広告での広告表示回数、クリック数 

ターゲット広告での、合計広告表示回数は 11,146,988 回、クリック数は 18,889 とな

り、内訳は、広告表示回数の多い順番として、Yahoo!ディスプレイ広告、Yahoo!インフィ

ード広告、Twitter プロモ広告という結果となった。詳細は以下記載のとおり。 

 

ユーザーの流入経路 居住地別クリックスルーレート

Yahoo! ディスプレイ広告 Yahoo! インフィード広告 Twitter プロモツイート広告

広告表示回数：5,485,643
クリック数 ：7,617

広告表示回数：4,210,090
クリック数 ：3,873

広告表示回数：1,451,255
クリック数 ：7,399
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３）PR協力会社から特設サイトへの流入ユーザー数比較 

PR 協力会社から特設サイトへの流入したユーザー数を比較すると、大きな顧客基盤を

持つ協力会社(J:COM や Creema)での PRは、流入ユーザー数増加について有効であると確

認できた。また、大きな顧客基盤は持たないが、多摩地域の情報発信に特化したグッドラ

イフ多摩の運営サイト「イマ de×タマ」での PRも有効に働いた。 

 

 

４）PR協力会社から流入したユーザーのページセッション数比較 

多摩地域の情報発信に特化した、グッドライフ多摩の運営サイトである「イマ de×タ

マ」と、地域に根差した事業を行っている「多摩信用金庫」から流入したユーザーは、そ

の他の広告方法から流入したユーザーに比べ、ページセッション数が高い結果となった。 

 

※ページセッション数＝ユーザーがサイトを１回訪問した際の、サイト内閲覧ページ数 

 

 

 

 

 

 

ユーザーのページセッション数

広告方法 ページセッション数

自治体・観光協会 2.83

PR協力会社 2.55

ダイレクト 2.21

その他 1.96

SNS 1.88

検索 1.82

ターゲット広告 1.61

PR協力会社 ページセッション数

グッドライフ多摩 3.49

多摩信用金庫 3.17

じゃらん 2.72

J:COM 2.46

creema 2.40

Runtrip 1.73

vivid garden 1.57
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５）まち歩き、アクティビティ、グルメ、農に対する、PR協力会社別の流入率の比較 

分野ごとに、協力会社からの流入率を比較。地域の情報に特化した「グッドライフ多

摩」での PRに大きな効果あり。また、農分野については、農に関する情報に特化したサ

イトの「食べチョク」を持つ、Vivid garden からのユーザー流入率が高い結果となった。 

 

 
６）ターゲット広告から流入したユーザーの、興味を持つ分野の比較 

ターゲット広告で使用した、４種類のバナーごとに流入したユーザー数を比較。以下

の４種類のバナー（まち歩き、アクティビティ、グルメ、農の４種類）を、広告にてラン

ダムに表示した結果、まち歩きとアクティビティに流入したユーザーが多い結果となっ

た。 

  

PR協力会社からの流入比率比較

43%

17%

12%

11%

19%

20%

22%

12%

30%

59%

64%

66%

6%

2%

3%

2%

3%

3% 8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

まち

アクティビティ

グルメ

農

j:com creema GL多摩 Runtrip じゃらん Vivid garden

ユーザーが興味を持つ「多摩×〇〇」

・ 多摩×「まち歩き」に
興味あるユーザーが多かった。

以下のバナーを、ターゲット広告にてランダムで
PRして「多摩×〇〇」に興味があるか、ユーザー
数にて計測。
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【参考】特設サイトを訪問したユーザーの興味・関心について 

特設サイトを訪問したユーザーのメイン層、サブ層のペルソナは以下の結果となった。 

※「ペルソナ」＝商品・サービスを利用する顧客の中で最も重要な人物モデルのこと。 

「デモグラ」＝デモグラフィック変数のことであり、顧客データ分析の切り口のこと。 

ペルソナの推測方法は、閲覧者が利用するブラウザの ID（Cookie ID）ごとに、普

段閲覧するサイト情報を紐づけて管理しているデータと、特設サイトを訪れた IDと

ランダムサンプリングした IDを比較。その比較を通じ、特設サイトの閲覧者は、ど

のようなテーマのサイトを閲覧する傾向があるかを分析し、ペルソナを推測した。 
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④ 特設サイト内の各自治体コンテンツページ閲覧状況の分析結果 

 １）各自治体ページの閲覧回数ランキング 

各自治体ページ閲覧回数の上位は以下のとおりの結果となった。 

 

 

 ２）各自治体ページでの平均滞在時間ランキング 

各自治体ページでの平均滞在時間の上位は以下のとおりの結果となった。 

 

  

Rank 市町村名 イベント名 閲覧回数

1 清瀬市 今夜きよせがうまい！きよせ街バル 1,172

2 青梅市 青梅御岳渓谷紅葉のライトアップ 788

3 稲城市 みかん狩りウォーキングツアー 628

4 町田市 町田時代祭り2019 399

5 東大和市 第8回ひがしやまとスイーツウォーキング 392

6 小金井市 まちなか観光案内「キウイ狩りに行ってみよう！」 359

7 武蔵野市 むさしのまち歩き 戦争遺跡を訪ねる平和散策コース 354

自治体ページの閲覧回数について

清瀬市 青梅市 稲城市 町田市 東大和市 小金井市 武蔵野市
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（５）分析と考察 

 本事業にてデジタルマーケティングを実施し、ユーザー属性、流入経路、ユーザーが興

味を持つ多摩地域のコンテンツ等の可視化に一定の効果が得られたことから、以下のと

おり、分析と考察を行った。 

 

① 特設サイトで収集した情報の分析について 

１）ユーザー属性については、以下のような特徴が確認できた。 

 ・メインユーザーは 30-40代男女（サブユーザー20代女性） 

 ・使用端末は、スマートフォンが約 90％と、PC、タブレット比率を大きく上回る。 

 ・居住地に関しては、東京都 23区、神奈川居住のユーザーが多くを占めた。 

 

２）流入経路については、以下のような特徴が確認できた。 

・地域コンテンツを掲載した特設サイトを公開するだけでは、情報発信力は限定的で

ある。 

・大きな顧客基盤を持つ、協力会社での PR は一定数のユーザーが獲得できた。 

  （J:COM、グッドライフ多摩、Creema） 

・ターゲット広告は、ユーザーの増加に最も有効に働いた。 

 

３）多摩地域のコンテンツについては、以下のような特徴が確認できた。 

・多摩地域のコンテンツは「まち歩き」や「アクティビティ」が、ユーザーからの興味

関心が高い結果となった 

 

② 考察 

１）ターゲットの絞り込みについて 

メインユーザーは 20-40 代男女（特に女性が多い）という結果を踏まえ、メインユー

ザーにターゲットを絞り、PR を展開していくことが効果的と考える。さらに、サブユー

ザーである若年層女性からの訪問も多いため、サブユーザーも意識した PRを実施するこ

とで、幅広い年代への効果的な PRが見込める。 

ユーザーの興味関心については、暮らし、お出かけ、サブカルチャーへの関心に特徴的

な傾向が見られた。また、千葉県、埼玉県居住者にとって、アクティビティ等の「多摩地

域の特徴的なコンテンツ」は、近場で楽しめる可能性が高いと考えられる。そのため、他

地域にはない、多摩地域ならではのコンテンツを訴求するか、多摩地域からのアクセス

が良好な、東京都と神奈川県居住者にターゲットを絞ることも、効果的と考察する。 

 

２）PR方法について 

ターゲット広告を活用した PR 手法は、集客効果が高いことが本事業にて確認できた。

広告費用については、一般的なチラシと比較すると、ターゲット広告が割安となる傾向

が見られた。本事業を例とすると、広告表示回数＝印刷数と仮定し、43 万部程度のチラ

シ印刷費用よりも、ターゲット広告が安価に PRできる結果となった。 
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さらに、ターゲット広告は、広告運用方針（デザイン、出稿 web 媒体、予算）を適宜変

更できることと、データの可視化にともなう効果測定が容易という特徴がある。今後、コ

ンテンツの PR効果を高めるためには、ターゲット広告は有効な施策と考える。 

 

 

   

また、ターゲット広告の活用だけでなく、PR協力会社との連携を深めていくことも PR

効果を高めるために有効である。本事業の例をあげると、多摩地域の情報発信に特化し

た、グットライフ多摩が運営する「イマ de×タマ」から流入したユーザーは、一般的な

ユーザーに比べ、サイトでのページセッション数が多く、多摩地域に興味を持ち、様々な

情報収集を行うユーザーが多い傾向が見られた。そのため、「イマ de×タマ」サイトを

活用は、多摩地域の PRについては、一定の効果があると考えられる。今後は、PRしたい

内容に合わせた協力会社を選定することが重要である。 

 

３）コンテンツについて 

特設サイトに掲載するコンテンツについても、各自治体が PR したい内容を記載するだ

けでは、コンテンツ訴求力が限定的となる。そのため、自治体はコンテンツの内容だけで

なく、見栄えの良い写真、文章内容や、詳細情報を記載しているリンク先の設定等の工夫

が必要である。また、一般的には情報の鮮度も重要な要素と考えられるため、コンテンツ

を掲載してからも、時機や状況に応じて随時更新できる仕組みを検討していくことが有

効と考えられる。 

本事業の例をあげると、清瀬市が特設サイトに掲載したコンテンツである、「今夜きよ

せがうまい！きよせ街バル」については、清瀬市がイベント詳細ページを別途作成して

いなかったため、ユーザーがチラシ等の情報を見て、イベントを検索し、特設サイトに流

入する傾向が見られた。このように、検索キーワードをチラシ等で伝え、イベントの詳細

情報を特設サイトで提供するような連携は有効と考えられる。 

特設サイトを閲覧する端末については、スマートフォンからの閲覧が約 90％であった

ため、スマートフォンでの見易さを意識したサイトやコンテンツの作成を進めることが、
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集客効果が高める手段と想定される。 

さらに、デジタルマーケティングを継続することと並行して、多摩地域に対して、ユー

ザーが興味関心を持つコンテンツの造成も必要である。特に「まち歩き」「アクティビテ

ィ」に興味関心を持つユーザーが多いため、このカテゴリに関連する体験型コンテンツ

の造成は、多摩地域が持つコンテンツの魅力を伝えることとなり、多摩地域を来訪する

きっかけ作りとして有効に働くと考察する。 

 

４）多摩地域の PR方法の改善について 

PR 方法の改善については、ウェブを日常的に利用する消費者の動向に関する心理プロ

セスを表す AISASモデル1のフレームワークに即して検討することで、効果的な対策が検

討できる。今年度の分析結果を踏まえると、例えば以下のような PR 方法の改善を進めるこ

とが、多摩地域の認知度向上や観光客増加に効果的であると考察する。 

 

・Attention（注意/存在を認知する） 

・ターゲット広告を活用し、特設サイトに新規ユーザーを集客 

・PR協力会社を活用し、リアルとデジタル双方で集客 

・Interest（関心/興味を持つ） 

・ユーザーから関心の高い、多摩地域の「まち歩き」「アクティビティ」を掲載 

・メインターゲットの女性やファミリーを意識したサイトとコンテンツを作成 

・閲覧実績や季節等を意識して掲載コンテンツを更新 

・Search（検索する） 

・スマホで検索・閲覧しやすいサイト設計や、記事を掲載 

・Action（行動する） 

・サイト閲覧から予約や決済につなげ、ユーザーの行動を後押し 

・Share（共有する） 

・SNS上の共有を促すサイト設計や施策の実施 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      

1 AISASは株式会社電通の登録商標であり、ウェブ上の消費者が、Attention（注意）→Interest

（関心）→Search（検索）→Action（行動）→Share（共有）の順に意思決定が行われていると

考え、それぞれの単語の頭文字をつなげたフレームワークである。ウェブの特性を活用し、

Search（検索）と Share（共有）という、消費者の能動的な行動を取り入れた特徴がある。 
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５ 多摩地域 30 市町村が参加可能な観光プロモーション 

（１）観光プロモーション実施の背景 

 本年令和元年はラグビーワールドカップ日本大会が開催され、そしていよいよ令和２

年には東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催が控える。この好機に、多摩地

域が多くの来訪者を迎え入れ、多様な魅力を域外に発信していくためには、多摩地域が

一体となった取組を実施し、地域間における交流を促進することが有効と考えられる。 

 多摩地域 30市町村が一体となった観光地域づくりを進めるためには、事務局機能を担

える推進団体が中心となり、地域間連携の推進や共同事業を実施することが有効と考え

られる。令和元年度時点では人材確保等の課題から組織の新設は保留とされているため、

東京都市長会が推進役となり、リアルイベントや周遊施策など、地域の一体感を醸成す

る観光プロモーション施策を実施した。 

リアルイベント実施にあたっては、今後の共同事業実施の検討材料を得るため、来訪

者アンケートによる効果測定や顧客意識調査を行った。特に、今回は若年層・ヤングファ

ミリー層向けの施策にも注力し、将来的な移住定住に繋がる年代の来訪を促した。 

また、ターゲットに合わせた見せ方や伝え方が出店地域事業者にノウハウとして残る

よう、域外のイベントに合わせた視察研修やマーケティングの集合研修を行った。 

 

 

（２）施策一覧 

No 施策名 

① リアルイベント  ： まるごと多摩マルシェ 

② マスメディア宣伝 ： ケーブルテレビ映像制作 

③ 周遊施策     ： 紙スタンプラリー 

④ 周遊イベント   ： 小規模グループランイベント 

⑤ ファーマーズマーケット（まるごと多摩マルシェ内） 

 

各施策の取組内容、結果は以下のとおり。 

 

① リアルイベント：まるごと多摩マルシェ 

１）概要 

 開催日   令和元年 11月 30日(土)、12月１日(日) 10:00～16：00 

 開催場所  MORIPARK Outdoor Village「屋内広場」 

 出展団体  ハンドメイド 51団体 

       地域     29団体 

 

 

 

 



97 

 

２）出展者一覧（当日配布のパンフレットより） 
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３）マーケティング研修会 

 今回の取組を一過性のイベントではなく、イベント出展を通して地域事業者の気付きに

つなげ、持続的な地域の発展を支援する事を目指し、以下の研修会を開催した。 

 

 ⅰ） 視察研修 「ターゲットを知る」 

 

【日時】 令和元年７月 20日(土) 12:00～15:00 

【場所】 東京ビッグサイト 南コンコース 

【内容】 

 12:00 ハンドメイドインジャパンフェス 

     概要説明・視察用資料配布 

 12:15 会場全体のご案内 

 13:00 視察 

【参加】 東大和市、奥多摩町 

 

 

 

 ⅱ） 集合研修会 「見せ方・伝え方を知る」 

 

【日時】① 令和元年８月８日(木) 14:00～18:00 

    ② 令和元年 11月７日(木) 14:00～17:30 

【場所】①たましん事業支援プラザ[Winプラザ多摩センター] 

②MORIPARK Outdoor Village 会議室 

【内容】  

14:00 開会ご挨拶、事業全体概要説明 

14:10 出展者説明会 

14:30 リアルイベント活用のポイント 

15:10 「キャッシュレス決済」の重要性 

16:00 販売のプロがお伝えする店舗販売における基礎知識 

 ディスプレイの基礎知識 

 売場の作り方・見せ方 

 心地よい接客とは 

 ワーク(ブース内容の検討) 

 質疑応答 

※②では上記に加え、実際の什器を使った現地説明等を実施 
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【参加】 ①東大和市、稲城市観光協会、あきる野市、立川市、三鷹市、 

みたか都市観光協会、国分寺市、青梅市、町田市観光コンベンション協会 

     ②八王子市、まちづくり立川、三鷹市、武蔵野市観光機構、町田市、青梅市、 

ニジノハ、藍染工房 壺草苑、一般社団法人昭島観光まちづくり協会、 

昭島市、小平市、まちなかおもてなしステーションくるみるふっさ、 

手づくりアイス工房ヴェルデ、稲城市観光協会、あきる野市、日野市、 

日野市観光協会、羽村市、奥多摩町、株式会社ビビッドガーデン、 

檜原村木材産業協同組合、東大和市、多摩観光推進協議会、 

公益財団法人東京観光財団、国分寺市 

 

 

４）イベント当日の様子 

２日間ともに天候にも恵まれ、お客様が途絶える事なく終始盛況なイベントとなった。

若年層を顧客基盤として持つ企業と共にイベント企画した事により、当初狙っていたヤン

グファミリー層など比較的若い世代の来訪も目立った。来場者数は概算で 8,000～10,000

名となった。 
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また、出展ブースを見てみると、研修会に参加した団体を中心に、お客様への見せ方・

伝え方への工夫が見て取れた。イベント終了後に当日使った什器に関する問合せが出展

者から複数入る等、研修会からイベント当日までの取組を通じて、マーケティングに関

する意識が高まった地域事業者も見受けられた。 

 

 

 

 

 

 

 

５）来場者アンケート概要 

【実施日時】 令和元年 11月 30日(土)、12月１日(日) 10:00～16:00 

【実施場所】 まるごと多摩マルシェ会場(MORIPARK Outdoor Village「屋内広場」) 

【回答方法】 Web フォーム形式 無記名 

【回答者数】 786 名 

【主な設問】 来訪者属性（年代、性別、居住地）、認知経路、来訪動機 

 

ⅰ） 来訪者の属性 

 今回アンケート結果と平成 30年度に実施した地域祭りのアンケート調査と比較したと

ころ、従来に比べて若い年代の方を多く誘引できていることがわかる。また、居住地につ

いても、イベント開催地が多摩地域の中心に位置する昭島駅周辺だったにも関わらず、

地域外からのお客様を多く呼べていることが分かる。域外から呼びこむために予定して

いた都心部イベントでの事前周知は荒天により未実施となったが、その他の各種若年層

向け訴求がこの結果に繋がったと考えられる。 
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ⅱ）域外来場者 

 全体 35％の域外来場者の居住地は、以下のとおりであった。 

  

ⅲ）認知経路、来訪動機 

 認知経路については、パートナー企業による保有顧客向けの宣伝が最も有効に働いた。

さらに、インターネット広告やケーブルテレビによるマス宣伝などの割合も多く、チラ

シやポスター以外の訴求方法による認知が大半となった。来訪動機は半数弱がハンドメ

イド作品への興味と答えており、ヤングファミリー層向けの企画が有効に働いた。 

  

ⅳ）参加したいイベント種類 

 ハンドメイドに関心の強い来場者が多かったが、最も人気のあるイベント種類は体験

型イベントであることが分かった。また、地域産品や自然などへの関心も一定数いるこ

とがわかった。 
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② マスメディア宣伝 ： ケーブルテレビ映像制作 

１）地域 PR特別番組「近くて魅力いっぱい！おでかけ TAMA」 

【番組概要】 

・時間 ：23分 

・撮影地： 

<あきる野市> 武蔵五日市駅、石舟橋、瀬音の湯、秋川国際マス釣場 

<府中市>   けやき並木、郷土の森博物館、郷土の森観光物産館 

<国分寺市>  お鷹の道・真姿の池湧水群 

<日野市>   日野宿本陣 

<福生市>   アメリカンハウス、デモデダイナー福生、BLUE SEAL 

・ストーリー ： 

都内在住の姉弟が、「多摩地域に天然記念物のキャラクターがいる。それを探し出せば、

あなたに素敵なことが起きるだろう。この謎が解けるかな？」という手紙を受け取った

ところから、番組が始まる。そのキャラクターを探すため、多摩地域に降り立ち、キャラ

クターを探しながら、自然とその地域の魅力を体験していく物語。 

「森っこサンちゃん」があきる野市の『自然』を、「古都見ちゃん」が府中市の『歴史』

を、「ぶんじほたるホッチ」が国分寺市の『自然』を、日野市役所の同好会の方が扮する

新選組と「選之介」が日野市の『歴史』を、「たっけー☆☆」と福生七夕まつりの織姫（観

光 PR 大使）が福生市の『食』を案内する。 

 

 

リアルイベ

ントの

POINT! 

 パートナー企業との連携によりヤングファミリー層にもリーチでき、

地域 PR につながった。 

 出展した地域事業者からも、勉強会を通じて学びにつながったとのコ

メントもあった。 
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【放送日】   令和元年 11 月 18 日(月)～11 月 22 日(金)、11 月 25 日(月)～11 月 29

日(金)の間に 10回 

【放送エリア】 J:COM東京エリア 

 

２）インフォマーシャル 

【放送エリア、放送日】 特別番組と同様 

【内容】   ・時間：30秒程度 

・内容：多摩地域 PR特別番組の放送に合わせ、まるごと多摩マルシェ開

催を映像で訴求することでイベント誘客を図る。 

 
３）ニュース放映 

 ⅰ） まるごと多摩マルシェの実施前 

【放送エリア】 J:COM東京エリア 

【放送日】   令和元年 11月 28日(木)、11月 29 日(金) 

【内容】    ・時間：30秒程度 

・内容：ニュースの中で、イベントを事前告知 
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ⅱ）まるごと多摩マルシェの実施後 

【取材日】   令和元年 11月 30日(土) 

【放送エリア】 J:COM東京エリア 

【放送日】   令和元年 12月２日(月)～12月４日(水)の間に３～４回 

【内容】    ・時間：２分程度 

・内容：イベントの様子、出展ブースの内容、主催者インタビュー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 周遊施策：紙スタンプラリー 

１）広域型：地域祭りスタンプラリー 

【概要】 

・スタンプラリーマップ(台紙)を配布し、まるごと多摩マルシェの告知・行政主導の他

祭事回遊・誘客を図る。 

・参加者には、まるごと多摩マルシェ会場で以下ノベルティを配布 

   スタンプ２個 → 巾着袋 

   スタンプ３個 → トートバック 

【実施時期】 令和元年 10月 19日(土)～12月１日(日) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

映像活用の 

POINT! 

 広く訴求するには有効であり、映像として残るので、地域のレガシー

につながる。 

 放送枠や番組時間の制約がある中、30市町村を幅広く公平に取り扱う

には限界があり、撮影～編集には時間を要する。 
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【チラシイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【結果】 
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（周遊先内訳） 

 

※No1.奥多摩ふれあいまつりは台風の影響で中止 

 

 

２）狭域型：街まわりスタンプラリー 

【概要】 

・会場周辺(昭島市・福生市)のヤングファミリー層が好むと想定される店舗・施設を訪

問させることで、イベントとあわせて街への回遊を促進 

・参加者には、まるごと多摩マルシェ会場で以下ノベルティを配布 

   スタンプ３個 → トートバック 

【実施時期】 令和元年 11月 16日(土)～12月１日(日) 
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【スタンプブース、チラシイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【参加地域】 

 

 

 

 

 

 

 

【結果】 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11月30日 12月1日 計

17 23 40

スタンプ

ラリーの

POINT! 

 広域での実施だったが、一定の周遊促進につながった。 

 祭りにより誘客に差があり、訴求方法次第で更なる周遊拡大の可能性あり 
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④ 周遊イベント：小規模グループランイベント 

【概要】 

 ランニングを通じ、三多摩エリアの魅力を感じ・再発見いただくためのランイベント 

 新たにランコースを造成し、WEB 上で参加ランナーを募集するとともに、イベント参

加できない方に対しても、参加者の SNS投稿など WEBとも紐付けて訴求 

 募集方法：Runtrip イベントページ、Facebookイベントページなど 

【開催地、開催日】 

１) 10月 26日(土) inあきる野市    ２) 11 月２日(土) in 町田市 

３) 11月 23日(土) in武蔵野市     ４) 11 月 30日(土) in 昭島市 

【イベント詳細、結果】 

１) 10月 26日(土) inあきる野市 

■集合場所：東京裏山ベース ■参加人数：５名（男性２名・女性３名）■天候：晴れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２) 11月２日(土) in町田市 

■集合場所：Library Hostel 武相庵 ■参加人数：４名（男性２名・女性２名） 

■天候：晴れ 
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３) 11月 23日(土) in武蔵野市 

■集合場所：ＪＲ吉祥寺駅  ■参加人数：６名（男性３名・女性３名） ■天候：雨  

 

 

 

 

 

４) 11月 30日(土) in昭島市・福生市 

■集合場所：MORIPARK Outdoor Village 

■参加人数：３名（男性１名・女性２名）   ■天候：晴れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ランイベン

トの POINT! 

 ランイベントと絡めることで、地域のランコース情報を訴求できた。 

 台風など時期的に天候影響も受け、参加者数は少数となった。 
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⑤ ファーマーズマーケット（まるごと多摩マルシェ内） 

【概要】 

 ハンドメイドイベントに来る比較的感度の高い客層に対し、地域で育てたこだわり

の地元野菜を訴求する場を提供 

 パートナー会社の登録農家に加え、多摩地域で活動する個人農家の出店も募集した。 

 

【参加農家】 

・鴨志田農園 

・lala farm table 

・繁昌農園 

 

【参加農家からのコメント】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ファーマー

ズマーケッ

トの POINT! 

 ハンドメイドイベントの客層に、こだわりの有機野菜などの親和性が

高い。 

 地域農家と地域住民との接点を作ることができた。 
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６ 多摩版総合観光プラットフォームのあり方に関する検討 

（１）過去の検討経緯 

昨年度の WG で検討した多摩版総合観光プラットフォームは、多摩地域の観光に関するマ

ーケティング支援機能と、多摩地域が連携して行う共同事業の事務局機能が必要と整理され

た。これらの機能を担う組織として多摩版 DMO の設立を検討したが、新たに設立する場合は

財源や人材確保の課題があるため、既存組織を活用する方向で継続検討する扱いとなった。 

 

 

そこで、令和元年度では、市長会事務局が暫定的に共同事業の事務局機能を担い、既存組

織との連携で多摩観光情報 WEB の簡易版となる特設サイトを構築し、リーディング事業とデ

ジタルマーケティングの実証を行った。そして、実証で得た経験や分析結果を踏まえて、多

摩版総合観光プラットフォームのあり方や具体化に向けて議論を行った。 

 

 

多摩版総合観光プラットフォームに必要な２つの機能

① 多摩地域の観光に関するマーケティング支援機能
⇒多摩観光情報WEB

a. 情報発信～予約～決済までデータでPDCA管理
b. 収集したデータの分析や調査に基づくコンサル

② 多摩地域が連携して行う共同事業の事務局機能
a. 体験型コンテンツの再編集と造成・販売
b. インバウンドの推進・回遊性の向上
c. 連携PR・営業機能

②共同事業の事務局機能

閲覧データ
予約・決済データ

①多摩観光情報
WEB

イベント

体験
プログラム

特産品

インバウンド

都心宿泊者
（ビジネス客）

近隣住民
（レジャー客）

周遊パス

30市町村観光担当課・観光協会

データ分析や調査に基づく
コンサルティング

共同事業の
連携PR・営業

観光資源や
PR情報の登録

共同事業にむけた
商品開拓

多摩版総合観光プラットフォーム

需要側 供給側 
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（２）検討の進め方 

検討にあたっては、デジタルマーケティング検討部会内で事前ヒアリングやワークショッ

プを行い、各事業の準備や実施結果を踏まえ、多摩地域全体の観光振興にとってどうあるべ

きかという観点で参加メンバーの意見を吸い上げて整理を行った。 

具体的な進め方と検討のフレームは以下のとおり。 

 

 

 

 

 

（３）ワークショップの活動内容、課題の抽出 

 ワークショップでは、デジタルマーケティング検討部会の参加メンバーを２チームに分け

て進行した。まず事前ヒアリングで各地域から提出された意見をもとに、特に共感できる意

見や課題を整理し、その上でディスカッションを行いながら各チームの意見を取り纏めてい

った。 

各事前ヒアリングで出た主な意見、ワークショップで纏められた意見等は次頁のとおり。 
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① 第１回テーマ：準備段階、体制面に関する議論結果 

全体の意見を纏めると「ブランド、体制、運営、特設サイト」の４つに集約された。過去

に検討してきた多摩版総合観光プラットフォームにおける事務局機能、WEB 機能のあり方

に関する意見を中心に、各施策を準備する上での具体的な連携手法についても言及された。

また、多摩地域全体で連携を深めるにあたってはブランド化についても改めて整理する必

要があるといった意見も目立った。 

 

 

 

 

 

 

 

 



114 

 

② 第２回テーマ：各事業結果等を踏まえた総括 

事前ヒアリングとして、KPT法に則って各事業の振り返り、および来期以降に取り組みた

い施策に関する意識調査を行った。 

Keep（良かった点）、Problem（課題）について特に多かった意見は以下のとおり。 

 
 

また、Tryとして次年度以降に「誰に、何を、どのように取り組むべきか」に関する意識

調査の結果は以下のとおり。 
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前述の集約結果を参考にワークショップ形式で議論した結果、以下のとおり整理され

た。「運営・体制」については、中長期的な目線も含めて議論し、将来的なあるべき姿が

整理され、「施策」については、来年度の具体的なアクションが整理された。 

 

■ 今後の運営・体制について 

・ 既存の観光組織との意見交換等を通じ、各自治体との関係を構築したい。 

・ 「実施したいが制約があって実現に結びつかない事業」を後押しするような取組を

目指したい。 

 

■ 来年度の施策について 

・ デジタルマーケティングを活用した、各自治体の PR 活動の継続。   

・ 新規にパッケージツアーや周遊ツアーを造成し、多摩地域に訪れる観光客を増やし 

たい。 

・ 多摩地域のブランディングについては、継続的に検討をしたい。 

 

令和元年度は、多摩 30市町村が一体となって様々な事業に挑戦してきた。デジタルマー

ケティングによるデータの可視化に留まらず、30 市町村と民間事業者との連携の難しさや

事業準備段階の負荷など、実際に地域全体で共同事業を実施する上での課題や気づきも得

ることが出来た。多摩地域が一体で取り組む観光地域づくりの自走化に向け、来年度以降

もこうした実践的な事業を継続し、そこで得られる気づきや課題発見を地域のレガシーと

して蓄積し続けることが重要である。 
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（４）先進地域事例ヒアリング 

① ヒアリング概要  

【テーマ】多摩地域における観光推進組織の設立の検討 

 

【日 時】令和元年９月 18日(水)～19 日(木) 

 

【参加者】東京都市長会事務局職員４名・東京都町村会事務局職員１名 

 

 

主なヒアリング項目は、以下のとおりである。なお、団体ごとに特徴的な事業を実施して

いる際には、一部ヒアリング項目を変更している。 

 

＜組織構成について＞ 

 組織立ち上げ時のキーパーソンに主体となったのは誰か 

 自治体、経済団体から資金調達を行った際、各主体で音頭を取ったのは誰か 

 人材の構成は、どのようになっているのか(自治体や観光協会、企業からの出向者、

設立後の採用者の大まかな比率とそれぞれの役割) 

 設立後の人材は、どのような形式で採用したのか（プロパー採用を実施しているか） 

 人材採用を行うにあたって、重視したのはどのような点か 

 民間事業者が資金を出すにあたって、重視したのはどのような部分か 

 民間事業者の構成主体はどのようなものか。設立時より変更はあったか 

＜域内観光協会との役割分担について＞ 

 域内観光協会との連携はどうしいるのか。どのような協力を要請しているのか 

 組織立ち上げ時に、域内観光協会からどのようなリアクションがあったのか 

 域内の観光協会に対して事業委託は行っているのか 

＜域内観光協会への支援施策について＞ 

 域内観光協会へのコンサルティングは行っているのか 

 人材育成支援や勉強会などは、実施しているのか 

＜収益事業の実施の有無について＞ 

 どのような収益事業を行っているか 

 実施のスキームはどのようなものか  

ヒアリング先 区分 

１）徳島県 三好市 産業観光部 まるごと三好観光戦略課 行政 

２）徳島県西部総合県民局 観光振興部 行政 

３）一般社団法人 イーストとくしま観光推進機構 地域連携 DMO 
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② 各ヒアリング先のヒアリング内容 

 

１）徳島県三好市 産業観光部 まるごと三好観光戦略課 

 

ⅰ）三好市について 

三好市は四国の各空港から約１時間で訪れることが 

できる立地にある。行政面積は 721.42 平方キロメート 

ルで琵琶湖より広いが、可住地が 13％で、森林面積が 

大きい。人口減少が加速度的に進んでいる中、観光立 

市を掲げて交流人口から、関係人口を増やし、移住・ 

定住へ繋げる取組みを進めている。 

 

 

 

 

 

ⅱ）観光の取組 

 平成 20年から観光圏の認定を受けた一般社団法人「そらの郷」が海外インバウンド向け

誘致を行っている。民間では、主要観光地の５つの大きなホテルの方々で構成されている組

織「大歩危・祖谷行ってみる会」がある。三好市にとってのキーパーソンは東洋文化研究者

のアレックス・カー。1971 年に旅をしていた時に、三好市の日本の原風景に魅了されて、

東祖谷釣井に古民家を購入したことがきっかけとなった。平成 18年の合併以降、市の観光

振興は本格化しており、その後ナショナルジオグラフィック等のガイド誌に三好市が掲載さ

れたことで知名度が大きく高まった。また、都会からの修学旅行生の受け入れも盛んに行っ

ており、受け入れ組織として「そらの郷山里物語協議会」が設立されていた。その後、一般

の観光客を取り入れるために一般社団法人化し、「そらの郷」が設立された。三好市は人が

観光資源になっている。地域の名物的な方がおり、「あの人に会いに行こう」という人が増

えている。観光協会や市、民間事業者は地元の観光コンテンツの発掘が行うべき役割。DMO

はそのプロモーションや PRをしていく役割がある。観光動態調査については、観光動向と

いうよりは DMOが意識調査をまとめて行っており、各組織に共有している。観光振興による

交流人口から関係人口を増やしていくことが重要。 

 

 

  

POINT! 空港からのアクセスの良さ、観光立市としての取組 

POINT! 三好市は「ひと」が観光資源。関係人口の増加が重要 

 

（出所）三好市ホームページより 
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ⅲ）実施事業について 

三好市はウォータースポーツのまちづくりを推進している。2017年には、ラフティング

世界選手権大会、2018年には、ウェイクボード世界選手権大会と２年連続で世界大会を開

催した。三好市でのラフティングは激流から静水面まで様々なコースがあり、静水面におい

てラフティングを活用した企業研修のメニュー開発に取り組んでいる。 

近年は、インバウンドの誘客を積極的に推進し、地元でやること、国内でやること、海外

でやることの３つに分けて取り組んでおり、国内においてはビジットジャパン等への出展、

海外では JNTO等に協力いただき、ロサンゼルスの総領事公邸で海外メディア等関係者を寄

せてプレゼンテーションを実施した。 

また、富裕層向けの観光誘客の取り組みとしては、国の重要伝統的建造物群保存地区の落

合地区において、古民家再生、活用事業の推進しており、アレックス・カーが監修し民間の

空き家を無償で借り受け８棟の空き家を宿泊施設に改修し、泊りながら蕎麦打ち体験など田

舎ならではの生活体験などを提供しており、国内外から富裕層の観光客の誘客に取り組んで

いる。 

一方で、欧米からの観光客は特に２次交通が重要。三好市は２次交通に課題があり、現状

は来ている欧米人は徒歩で移動している人もいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

POINT! ウォータースポーツのまちづくり、多面的なインバウンド誘客 

 

（出所）三好市ホームページより 
 （出所）三好市ホームページより 
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２）徳島県西部総合県民局 

 

ⅰ）にし阿波について 

にし阿波は東京から飛行機で１～２時間、空港か 

ら１時間半程度で訪れる 

ことができ、外国の方から考えると来訪してもら 

える位置にある。平成 20 年 10月から国の観光圏 

制度を活用し２市２町で形成されるにし阿波～剣山 

・吉野川観光圏として令和 4年度までの認定を受け 

ている。観光圏は全国に 13箇所あるうちの１つ。 

主な観光資源には｢祖谷のかずら橋｣、｢大歩危峡｣ 

があり、100 年以上続く、伝統的な資源となっている。 

高低差が大きく急峻な地形をそのまま活かした農法が 

世界農業遺産に認定されている。米国人東洋文化研究家アレックス・カーが学生時代ににし

阿波を訪れたときに、ここの人たちの暮らしに感動して、古民家生活を始めたというのが古

民家活用の始まり。ナショナルジオグラフィックツアーで紹介され、有名になった。徳島で

昔盛んであった人形浄瑠璃を伝統文化として伝えているが、祖谷では串に刺した味噌田楽を

くるくる回しながら囲炉裏で焼く姿を人形浄瑠璃の木偶になぞらえて「でこまわし」と呼び

郷土料理として提供している。また、「名頃かかしの里」では、カラス除けで作ったことがき

っかけの案山子が住民の数より多いことも特徴となっている。にし阿波では、「千年のかくれ

んぼ」という言葉を観光のキーワードにしており、奥に分け入ってくると本当の暮らしが見

えてくるという意味が込められている。 

 

 

ⅱ）にし阿波の観光について 

 にし阿波では、観光地域づくりプラットフォーム（DMO）が 

地域の事業者に観光資源を発掘させ、一元的な情報発信や商品 

販売により、地域と市場をつなぐワンストップ窓口の機能を担う 

事業体の形成を官民でサポートする態勢を目指している。 

ハード的な部分は行政が担い、ソフト面をそらの郷が担う形で 

進めている。もともと、大歩危、祖谷の温泉への客足が減少し 

てきたことが観光への課題意識の始まりだった。その後、県や 

市町の合意形成の元、官民連携を円滑に図り、そらの郷への 

出資及び人的派遣により DMOの体制強化を進めてきた。 

DMOは本来専門性が高いので、どういった人を獲得できる 

のかという部分は非常に重要である。 

 にし阿波は 65歳以上の高齢化率が 37％。公共事業では立ち行かなくなり、観光による地

域づくりを進めていく決心をした。まずは「自らの地域を愛し、誇りを持って暮らしている

POINT! ２市２町で構成される観光圏。キーワードは千年のかくれんぼ 

 

（出所）西部総合県民局ホームページより 

 

（出所）西部総合県民局ホームページより 
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ならば、おのずと誰しもが訪れたくなる」という「住んでよし、訪れてよし」の発想から事

業を進めてきた。事業を進めていく中で、自分たちが当たり前に思っていることが、外から

来てくれた人には、特別な体験になることも知った。 

ただ１回来てくれるだけではなく、何回もリピーターになってもらうために、まずは住民

の意識改革から始めた。人に会いに来てくれる仕組みや、できるだけ観光の中で体験をして

もらう仕組みを構築した。ブランド戦略も重要で、様々なジャンルに手を広げるのではな

く、自分たちにできることを突き詰めていくことが必要である。今までの地域の観光は、か

ずら橋などを見るだけの観光だったが取組を進める中で、観光に対する考え方の変革が必要

であると認識した。 

にし阿波地域は 10年で外国人延べ宿泊者数は 30倍以上になった。アジアからが７割、欧

米豪が２割強。県民局も去年から観光単独の部署を創設し、観光にさらに力を入れ始めた。 

・市の首長の方針で各市町の方針は決まっている。その中で、１人でも欠けてしまったら一

体でにし阿波を PRしてくことが難しくなってしまう。だからこそ、最初のコンセプトの決

定は非常に重要であり難しい問題である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

POINT! にし阿波地域の DMO「そらの郷」と行政の関係性の構築、観光に対する意識改革 
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３）一般社団法人イーストとくしま観光推進機構 

 

ⅰ）ＤＭＯについて 

 一般社団法人イーストとくしま観光推進機構は徳島県東部圏域 15 市町村をマーケティン

グ・マネジメントする DMO として、行政と民間企業が一体となり、観光客誘致による観光関

連産業の振興と、交流人口拡大による地域活性化を戦略的に促進するために活動している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ）ＤＭＯ設立のために 

地元シンクタンクが主催する「徳島観光ビジネス研究会」で、DMO設置に向けた議論を１～

２年重ねたのち、徳島市が設置した設立準備委員会で、組織設立に向けた準備が進められた。 

また、運転資金は基金として準備することが準備委員会の中で議論された。立ち上げの際

はこうした金銭的な部分をしっかり議論して立ち上げをしたほうが良い。 

いかにして関係市町村と連携していくために、メリットが目にみえる形にしていくことが

ポイントとなる。観光に手が回らない市町村もある中で、その温度差をどこまで把握するこ

とができるかが重要。 

組織の立上げに際して次の内容を中心に議論すべきであり、特に、役割分担、財源、人の

話で分けて考えると、DMO と市町村、DMC、民間事業者の役割の棲み分けでは、すべての市町

村に行ってヒアリングを行い、何にどんなお金をどのくらい使っているのかということを把

握する。DMO がやるべきことは、関係団体との連携や、商品づくりに困っているような市町村

の支援。 

２つ目に財源。組織運営の財源は主に市町村の負担金でまかなっているため、自由に使え

るお金を増やすためには、いかに独自財源を作っていけるかということが重要。 

３つ目に人的資源。継続的な職員の派遣のために、輪番制にするなど、あらかじめルール

を決めておいたほうが良い。 

 

 

 

 
（出所）イーストとくしま観光推進機構ホームページより 
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ⅲ）組織の運営体制について 

DMO の組織運営として、人材と資金を出してもらってようやく自走できるようになるもの

で、現時点では補助金以外での自立は難しく、構成市町村からの負担金で運営されている。

初期の段階で確保できると良い人材は、社会保険とか共済関係に強い職員や税金関係の職員

がいると、内部的な事務がスムーズに行える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅳ）実施事業について 

観光コーディネーター講座は旅行者の目線でどう価値を変えていくかを教えていく講座。

ガイド養成講座は商品の説明会を行うことで、単価を上げていく力を養う講座。最終的には

観光を農に結び付けたいと考えている。人とどう濃密に関わっていくか。関係人口をどうや

って増やすか。観光で関係を作っていくことが必要。宿泊は徳島市にしてもらいつつ、翌日

に別の地域に行ってもらうということで、まずはそこを目指し、滞在時間の延伸を狙ってい

く。 

イーストとくしまでは観光のテーマを３つに分けて行っている。食、歴史文化、アドベン

チャー。これによって、観光をブランディングしている。観光におけるブランディングは外

向けと、内向けを分けて考えるべき。エリアとしてブランディングするのは旅行者にとって

あまり意味がない。効果的なのは内向きに対するブランディング。 

 

 

 

 

 

 

POINT! ＤＭＯ設立のためには関係市町村との連携、メリットの見える化が重要 

POINT! 観光のテーマを３つに分けてブランディング 

 

（出所）イーストとくしま観光推進機構ホームページより 
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７ 今後の取組 

（１）令和元年度の取組の総括 

令和元年度は、市長会が暫定的に共同事業の事務局機能を担いながら、実践的な取組の試

行を通じて、多摩地域の観光振興で連携することのメリットを確認するだけでなく、課題や

その対策の検討を行った。 

そのなかで、ターゲット顧客や興味関心のあるコンテンツの可視化ができたこと、小規模

ながら、デジタルマーケティングの効果が検証できたことは、年度の大きな成果の１つと考

えている。 

「多摩地域が一体となった観光地域づくりの取組」は、当初 DMO（推進組織）の設立を検討

したが、新組織を設立して運営するハードルの高さなどから、既存組織で DMO に求めた機能

をどれだけ実現できるかというチャレンジを、具体的な事業を行い、検討してきた。 

市長会事務局では、検証結果等を基に来年度以降の取組の方向性、施策等をまとめ、令和

２年２月に開催された市長会の政策調査特別部会ならびに、市長会全体会において令和２年

度が市長会として「多摩地域が一体となって取り組む観光地域づくり」について取り組む最

終年度となることを確認した。 

今後は、市長会の取組と並行して、各市町村、あるいは広域連携による取組が自立的に進

められていることから、あと１年間、「多摩地域が一体で取り組む観光地域づくり」の自走化

に向け、後押しが期待される。 

 

（２）令和２年度以降の方向性 

令和２年度以降は、「多摩地域が一体となった観光地域づくりの取組」の自走化に向け、次

頁にまとめた方向性について取組を進めていくことを確認した。このうち、施策については、

市長会が事務局として携わる令和２年度の取組に限定して掲げている。 

今後も、市長会の附属協議会として、これまで事務局とともに取り組んできた「多摩地域

市町村観光地域づくり主管課長会」や、広域連携などにおけるネットワークを活かし、この

流れが継続されるよう、取り組んでいきたい。 
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「多摩地域が一体で取り組む観光地域づくり」の自走化を見据えた、令和２年度以降の方向性 

施策 

(令和 

２年度) 

・“多摩地域市町村観光地域づくり主管課長会”ならびに 

各市の広域連携の取組を活かし、DMO の検討で期待され 

た機能や役割を担う「多摩版総合観光プラットフォーム」 

の検討を継続 

(２) 

テーマ×エリアを 

絞った連携推進 

・広域連携実績を踏まえ、多摩地域 30 市町村を中心に「連 

携しやすい小チーム」を複数設定し、推進 

・エリアや共通する特色等に基づき、お客様に伝わりやすい 

テーマを整理し、ブランドイメージを醸成 

(１) 

運営 

・ 

体制 

多摩版総合観光

プラットフォーム 

検討の継続 

・将来的なサイトの活用や連携施策の立案等を見据え市町村 

担当者間、観光協会間の情報共有 

・各主体の方向性等を踏まえた上で、各種団体、事業者等と 

の関係づくりを推進 

(３) 

観光推進に 

関わる組織間の 

ネットワーク形成 

・市町村・小チームが主体となって行う地域連携型のコンテ 

ンツ造成や周遊施策の立案を支援 

・WEB サイトの運営を継続し、コンテンツの集約や効果的な 

情報発信を協力 

(４) 

実践的な 

コンテンツ造成 

支援 

(５) 

デジタル 

マーケティング 

の普及促進 

・(４)に掲げた取組に合わせたデジタルマーケティングを 

行うとともに、データの分析・活用に関する勉強会等を行 

い、各組織への普及を促進 

方向性のイメージ 

「データ活用」や「体制づく

り」の土台のもと、市町村が

エリアまたはテーマごとに

つながることで、様々な連携

やブランド醸成を行う。 

歴史、自転車とい

ったテーマは一例

で、様々なテーマ

があっても良い。 

市町村同士が隣接していな

くてもテーマでつながるこ

とができる。 
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おわりに 

令和２年度はいよいよオリンピック・パラリンピック競技大会が東京で開

催されます。大会に向けた機運が高まる中、内外から多くの人々が多摩地域

にも訪れることが想定されています。この、またとない好機を捉え、多摩地

域 30市町村が、多くの来訪者を迎え入れ、地域間の交流人口の増加、産業経

済の活性化等様々な観点から観光地域づくりの取組を進めていくことが期待

されています。 

とりわけ、令和２年度は、これまで市長会が継続して取り組んできた「多

摩地域が一体で取り組む観光地域づくり」の集大成の年でもあります。これ

までの取組を多摩地域の市町村が有効活用し、今まで以上に連携し合い、多

摩地域が持続発展可能な一層魅力溢れる地域となるための一助となれば幸い

です。 

多摩地域 30市町村の「観光」に対する考え方や状況の違いは従来から指摘

されていました。今年度の取組にあたっては、これを受け止めながらも、多

摩地域が一体となって取り組むことの意義を考え、進めてきました。自分の

知らない地域を知り、互いに刺激し合って切磋琢磨していく、それらを通じ

て自分の地域も良くなっていくのではないか。また地域がつながるための共

通のテーマや課題を探りながら市町村それぞれの特性、魅力をうまく引き出

すことができれば多摩地域にとって大きな成果が得られるのではないか、そ

のようなことを感じた一年でした。  

 今後は本書を通じ、多摩地域の市町村の職員が自らの地域を見つめ直す機

会としていただけたらと思います。新たな広域連携等の可能性を模索するこ

とで、多摩地域の観光地域づくりの参考になるとともに、地域の住民の方に

も多摩地域でこうした取組が行われていることを知っていただければ幸いで

す。 

 最後に、取組の実施及び本報告書を制作するにあたり、各種調査やヒアリ

ング等にご協力いただいた皆様に厚く御礼申し上げます。
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資料編 

 

 対応ツール及び多摩のアグリツーリズムガイドラインについての詳細は以下のＵＲＬより閲覧できます。 

  ＵＲＬ：https://www.tokyo-mayors.jp/katsudo/seisaku.html 

 

※ＵＲＬが使用できない場合は、東京都市長会ホームページのトップページからお進みください。 
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３ 令和元年度多摩地域が一体で取り組む観光地域づくり（概要版） 
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